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1 委員会活動状況 

時 期 活 動 議題・テーマ 

５  月 

H 2 8 .  5 . 2 0 委 員 会 

■委員長の選任 

■副委員長の選任 

■副委員長の順位 

H28 .  5 . 28 管 内 調 査 ○森の京都博 スプリングフェス（行催事等委員会調査） 

６  月 

H 2 8 .  6 .  9 正副委員長会 

■出席要求理事者 

■確認事項 

■本日の委員会運営 

H28 .  6 .  9 
委 員 会 

( 初 回 ) 

■出席要求理事者 

■確認事項 

■所管部局の事務事業概要等の聴取 

■報告事項の聴取 

（警察本部） 

・京都駅前運転免許更新センター及び京都駅前地域防犯ステ

ーションの開所について 

■今後の委員会運営 

H 2 8 .  6 . 2 1 正副委員長会 
■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

７  月 

H 2 8 .  7 . 1 1 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

(６定１日目) 

■報告事項の聴取 

（企画理事） 

・「全国キッズダンスフェスティバル in 森の京都博」につい

て 

（知事直轄組織） 

・（公財）京都府国際センターの移転について 

（政策企画部） 

・平成 28年度アクションプランについて 

・包括外部監査結果に基づく措置状況について 

（警察本部） 

・特殊詐欺被害状況と対策等について 

・平成 28年上半期中の交通事故発生状況について 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

H 2 8 .  7 . 1 2 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

(６定２日目) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 
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H 2 8 .  7 . 1 9 管 内 調 査 

 
■所管事項の調査 

○京都府警察本部 

 ・地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムについ

て 

○留学生スタディ京都ネットワーク 

 ・留学生スタディ京都ネットワークの取組について 

○和束町役場［於：京都和束荘(和束山の家)］ 

 ・茶源郷和束活性化対策プロジェクトについて 

 ・施設視察 
 

H28 .  7 . 21 管 内 調 査 
○平成 28年夏の交通事故防止府民運動スタート式 

（行催事等委員会調査） 

８  月 

H 2 8 .  8 . 2 3 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

H 2 8 .  8 . 2 3 
委 員 会 

（ 閉会中） 

■所管事項の調査 

・「府有資産利活用の課題や今後の方向性について」 

参考人：同志社大学政策学部・大学院総合政策科学研究科 

      教授 真山 達志 氏 

H28 .  8 . 26 管 内 調 査 
○京都駅前運転免許更新センター及び京都駅前地域防犯ステー

ション開所式（行催事等委員会調査） 

H28 .  8 . 27 管 内 調 査 
○全国キッズダンスフェスティバル in 森の京都博 

（行催事等委員会調査） 

９  月 

H 2 8 .  9 . 2 1 正副委員長会 
■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

H 2 8 .  9 . 2 6 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

(９定１日目) 

 
■報告事項の聴取 

（総務部） 

・税務共同化（京都地方税機構）の取組状況について 

（政策企画部） 

・平成 28年度アクションプランの検討状況について 

・京都指標の状況及び「平成 28年度京都府民の意識調査」の

結果について 

・府民利用施設のあり方検証結果報告について 

・「文化庁の移転の概要について」の取りまとめ結果について 

（警察本部） 

・認知症高齢者保護対策等の取組について 

・訪日外国人の急増への対応について 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 
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H28 .  9 . 27 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

( ９定２日目 ) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

10  月 

H 2 8 . 1 0 . 2 0     正副委員長会 ■委員会及び分科会運営 

H 2 8 . 1 0 . 2 7 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

( ９定３日目 ) 

■報告事項の聴取 

（人事委員会） 

 ・職員の給与等に関する報告及び勧告について 

■審査依頼議案（説明聴取・質疑・適否確認） 

11  月 

H 2 8 . 1 1 .  3 管 内 調 査 ○京都府警察音楽隊第 27回定期演奏会（行催事等委員会調査） 

H 2 8 . 1 1 .  9 

～ 

H 2 8 . 1 1 . 1 1 

管 外 調 査 

■所管事項の調査 
○多言語支援センターかながわ［於：かながわ県民センター］ 
 ・「多言語支援センターかながわ」の外国人支援の取組につい

て 
 ・施設視察 
○警視庁 
 ・テロ対策東京パートナーシップの取組等について 
○茨城県議会 
 ・茨城県のネット広報戦略について 
○西武園競輪場 
 ・埼玉県競輪事業の包括委託について 
・施設視察 

○ＮＰＯ法人横浜コミュニティデザイン・ラボ 
 ・オープンデータを活用した「LOCAL GOOD YOKOHAMA」の取組

について 
・施設視察 

H 2 8 . 1 1 . 1 6 管 内 調 査 
○平成 28年京都府警察職員殉職者慰霊祭 

（行催事等委員会調査） 

H 2 8 . 1 1 . 2 4     正副委員長会 ■本日の委員会運営 

H 2 8 . 1 1 . 2 4 
委 員 会 

（ 閉会中） 

■所管事項の調査 

・「『新地方公会計制度』導入について」 

参考人：新日本有限責任監査法人 公認会計士 

       谷口 信介 氏 
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12  月 

H 2 8 . 1 2 .  9    正副委員長会 
■定例会中の委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

H 2 8 . 1 2 . 1 2 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

(１２定１日目 ) 

■報告事項の聴取 

（企画理事） 

・「お茶の京都博」実施計画について 

・「森の京都」「お茶の京都」ＤＭＯの設立について 

（総務部） 

・行政機関個人情報保護法等の一部改正について 

・住民基本台帳法施行条例の一部改正について 

（政策企画部） 

・平成 28年度アクションプランについて 

・京都府職員定数条例の改正について 

（警察本部） 

・高齢運転者の交通事故防止対策について                                                                                        

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

H 2 8 . 1 2 . 1 3 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

（１２定２日目) 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

H 2 8 . 1 2 . 2 1 管 内 調 査 
○年末の交通事故防止府民運動イベント「広げよう交通安全の

輪」（行催事等委員会調査） 

１  月 

H 2 9 .  1 . 1 7 正副委員長会 
■本日の委員会運営 

■今後の委員会運営 

H 2 9 .  1 . 1 7 
委 員 会 

（ 閉会中） 

■所管事項の調査 

・「『コミュニティ・コンビニ』のモデルづくりについて」 

参考人：コミュニティ・コンビニ公共員 山﨑 洋平 氏 

■報告事項の聴取 

（警察本部） 

 ・警察本部新庁舎の整備について 

■今後の委員会運営 

H 2 9 .  1 . 2 1 管 内 調 査 ○平成 29年京都府警察年頭視閲式（行催事等委員会調査） 
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H29. 1.23 

～ 

H29. 1.24 

管 外 調 査 

■所管事項の調査 
○愛知県議会 
 ・新公会計制度の活用状況について 
○愛知県警察本部［於：愛知県議会］ 
 ・体験型防犯教室「ＢＯ－ＫＥＮあいち」の取組について 
○藤枝市議会 
 ・民間活力を導入した公的資産活用の成果について 
 ・現地視察 

○静岡県警察本部［於：静岡県議会］ 

 ・関係機関と連携した人身安全関連事案への取組について 

２  月 

H 2 9 .  2 .  8 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

H 2 9 .  2 .  8  
委 員 会 

（ 閉会中） 

■所管事項の調査 

・「平成 28年中における京都府警察の活動状況等について」 

H 2 9 .  2 . 1 5 正副委員長会 ■本日の分科会運営 

H 2 9 .  2 . 1 5  
予算特別委員会

分 科 会 
■審査依頼議案（説明聴取・質疑・適否確認） 

３  月 

H 2 9 .  3 .  7 正副委員長会 
■委員会及び分科会運営 

■今後の委員会運営 

H 2 9 .  3 .  8 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

( ２定１日目 ) 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

H 2 9 .  3 .  9 正副委員長会 ■委員会運営 

H 2 8 .  3 . 1 6 
委 員 会 

( ２定２日目 ) 

■報告事項の聴取 

（企画理事） 

・お茶の京都博「さくら茶会」等の開催について 

・森の京都博テイクオフイベントの開催について 

・「森の京都」「お茶の京都」ＤＭＯの設立について 

（総務部） 

・「京都府公共施設等管理方針」の策定について 

（警察本部） 

・新名神高速道路建設工事に伴う城陽警察署の移転建替につ

いて 

・京都府警察の災害対処能力の向上について 

■付託議案（討論・採決） 

■付託請願の審査 
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■所管事項の質問 

■閉会中の継続審査及び調査 

■今後の委員会運営 

H 2 9 .  3 . 2 0 管 内 調 査 
○森の京都博テイクオフイベント「森の京都 春の祭典」 

（行催事等委員会調査） 

H 2 9 .  3 . 2 5 管 内 調 査 
○公益財団法人京都府国際センター設立 20周年記念式典 

（行催事等委員会調査） 

４  月 

H 2 9 .  4 .  6 管 内 調 査 
○平成 29年春の全国交通安全運動スタート式 

（行催事等委員会調査） 

H 2 9 .  4 .  9 管 内 調 査 ○文化庁地域文化創生本部設置記念式典（行催事等委員会調査） 

H 2 9 .  4 . 2 7 管 内 調 査 

■所管事項の調査 

○公益財団法人京都府国際センター 

 ・京都府国際センターの取組について 

 ・施設視察 

H 2 9 .  4 . 2 7 正副委員長会 ■本日の委員会運営 

H 2 9 .  4 . 2 7  
委 員 会 

（ 閉会中） 

■所管事項の調査 

・「京都府の国際化のあり方について」 

５  月 

H29 .  5 . 16    正副委員長会 ■臨時会中の委員会運営及び分科会運営 

H29. 5.１７ 

委 員会及び 

予算特別委員会

分   科   会 

（ ５ 臨 ） 

■報告事項 

■付託議案及び審査依頼議案（質疑終結まで） 

■付託議案（討論・採決） 

■審査依頼議案（適否確認） 

■委員会活動のまとめ 
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２ 調査に係る常任委員会の審議等の状況 

（１）概要 

  本委員会は、総務部の所管及びそれに関連する事項、知事直轄組織の所管及びそれに

関連する事項、政策企画部の所管及びそれに関連する事項、府公安委員会の所管及びそ

れに関連する事項並びに他の常任委員会の所管に属しない事項を所管している。 

各部局の主な所管事項は、下表のとおりとなっている。 
 
（各部局の主な所管事項） 

部局名 主な所管事項 

総務部 
条例立案等法務、議会、府予算・税・財産等財務、 
市町村振興等自治振興 

企画理事（地域構想推進担当） 地域構想等の企画及び総合調整 

知事直轄組織 

知事室長 広報、広聴、国際化 

職員長 職員 

会計管理者 会計 

政策企画部 
府政の総合的な企画・調整・評価、高度情報化、
統計 

府公安委員会 京都府警察 

 

  京都府議会の各常任委員会では、年４回の定例会において条例案などの審査を行うほ

か、議会の閉会中に委員会を開催して府政の重要課題についてテーマを設けて集中的に

審議したり、京都府内や他府県に赴いて調査を行ったりしている。 
 

  閉会中の常任委員会においては、府政の重要課題についてテーマに関する意見交換を

行った。 

  京都府内を調査する管内調査では、京都府内の施策が実施されている現場に赴いて、

府や所管事項関連の事業者から事業内容等の説明を聴取し、必要に応じて施設視察を 

行った。 

  京都府外の他府県に赴いて調査する管外調査では、先進事例や京都府と共通する課題

について、他の自治体や団体、事業者などの取組について調査した。 
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（２）重要課題調査のための委員会 

① 府有資産利活用の課題や今後の方向性について 

【開催概要】 

京都府では、未利用施設等について、府民満足の最大化に向け、民間ノウハウの活

用や新たな利活用手法も導入し、府有資産の利活用処分を進めている。 

また、府有資産利活用推進プランに基づく公共的観点及び経済的観点からの検証に

より、戦略的な利活用を推進している。 

８月の委員会では、「府有資産利活用推進プラン委員会」の委員から説明を聴取し、

府有資産の利活用の課題や今後の方向性について議論した。 

 

【開催日時】 

平成２８年８月２３日（火） １４：００～ 

 

 【開催場所】 

議会棟 第６委員会室 

 

【参考人】 

真山達志 同志社大学政策学部・大学院総合政策科学研究科教授 

        （府有資産利活用推進プラン委員会 座長） 

 

【出席理事者】 

総務部副部長、府有資産活用課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  真山達志参考人 
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【真山参考人の説明概要】         （本文中資料は参考人作成資料） 

 

○基本的な考え方 

特に利活用についての基本的な考え方としては、次の３点で考えている。 

①資産の利活用は行政活動の機能・目的との兼ね合いで考える。 

②府の資産は現在の府民だけでなく将来の府民のものでもある。 

③現在の社会・経済の状況から 30～50年先を予測することは不可能である。 

資産の利活用を考えるときには、当然、従来、府の行政活動との関わりで所有してきた

資産であり、今後のことを考えるに当たっても行政活動の機能、目的との兼ね合いを常に

考えなければならないだろうと考えている。問題は、この行政活動の範囲であるとか、別

の言い方をすれば、行政の責任領域というものが近年、非常に流動的であり、あるいはさ

まざまな議論を呼んでいるということではないかと思う。 

京都府が設置した研究会の「これからの『公の領域』のあり方に関する研究報告書」が

平成 18年１月に出ている。その中で、行政の責任というのがどういうふうになっているか

というのを整理している。行政というのが一口に行政活動といっても、その持っている性

格上、例えば「本来的行政責任範囲」、これは行政がどんな時代になっても必ず行わなけれ

ばならないような仕事。一番わかりやすく言えば、基本的な社会インフラの整備であると

か、公共財の管理などが一番典型的な例として考えられるだろうと思う。 

その周辺に「政策的行政責任範囲」というのがあり、これはその時々、時代、時代にお

いて、あるいは政治行政を担っている人々の考え方に応じて広がりもすれば、狭まりもす

るような、政策的に行政としてやるか、やらないかというのを決めながら行う部分という

ようなところがある。 

そして、近年の特徴として「民間非営利部門」、いわゆるサードセクターなどと言われる

部分が同じく公共を担っているということで、よく指摘されるところである。 

資料の図のグレーの網かけになっているところが公の領域ということになる。恐らく府

のいろいろな資産を活用する、あるいは利用するという場合には、この一番コアの部分の

「ａ」になっている本来的行政責任の部分から広がり、網かけの部分で使う限りにおいて

は、府有資産の活用の本来の目的に、ほぼ該当するかと思う。 

ただし、同じ網かけでも、例えば民間の営利部門に重なっている「ｆ」や「ｋ」という

ような場所については、本来の目的、活動は民間の営利部門であるが、公共がかなり関わ

っているか、あるいは公共性をかなり帯びている。こういった行政の責任領域がどこまで

なのかということを確定しないまま、資産の活用ということを、ただ土地や建物だけを見

て、ああだ、こうだと言うのは少し早急過ぎるのかなと考えている。 

また、基本的な考え方の２番目としては、資産という形で府が所有しているのは、現在

の府民のものであると同時に将来の府民のものでもあるということであり、特に売却とい

うように、府の所有から離れてしまうような選択をとる場合には、将来の府民がどういう

利益を受けるか、あるいは将来の府民がどういう利用の可能性があるかということも慎重

に考えなければならない。これは現在生きる者の責任として非常に重いものではないかと

考えている。 
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出典：「これからの『公の領域』のあり方に関する研究報告書」（平成 18年１月） 
                               ＜京都府＞ 
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３番目であるが、なかなか将来を予測するのが難しいというのが現在の状況である。と

りわけ、不動産的な資産を考えると、30年、50年という長いスパンで考えなければならな 

いということがあるが、その30年、50年先を予測するというのは、現在のような社会、経 

済情勢のもとでは、極めて困難であるという前提で考えなければならないかと思っている。 

大体このような基本的な考え方で対応すると、基本は極めて消極的に見えるかもしれな

いが、よく言えば慎重な対応が必要であろうと考えている。 

 

○ＰＰＰ（Public Private Partnership）の功罪を認識する 

府有資産、特に不動産関係の土地の利用などについては、近年、ＰＰＰというようなこ

とがよく言われている。これは理想的な考え方であろう。 

ただし、幾つかの限界もあるし、問題点も持っているかと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

まず１つは、パートナーシップという以上はパートナーシップの考え方がきちんと実現

している必要があるかと思う。パートナーシップというのは人によっていろいろな定義や

考え方があり、一概にこうだと言い切るのは難しいが、少なくとも３つぐらいの原則があ

るだろう。例えば、対等平等・相互補完・目的の共有ということであるが、この中でもと

りわけなかなか実現するのが難しいものの１つに、対等平等という関係がある。 

口で言うのは簡単であるが、実際にどういう状態を対等平等と言うのかということは、

そうそうたやすく決めるわけにはいかないと思う。とりわけ、いま問題にしているパブリ

ック・プライベートという、公私あるいは官私と言われるような、この関係での対等とい

うのは一体どういう状態なのかということが、必ずしも明確ではない。 

例えば、ＰＰＰに基づいて資産を何かに活用すると、七条警察署跡地の利活用はある意

味、このＰＰＰの形をとっていると思うが、土地の所有者である京都府と建物を建てるこ

とを中心に、あるいはその後のホテルの経営などを行う民間の間の関係が対等なのか、平

等なのか、これを具体的に考えてみても、どういう側面のどのあたりを見れば対等なのか、

平等なのかというのは、なかなかはっきり言えないかと思っている。 

この部分はよく指摘されるが、資産の活用についてもう一つ厄介な問題は、目的の共有

というところであると思う。例えば、京都府という行政体が目的としているものは、形式

的に言えば公共の福祉の向上、府民の福祉の向上ということであるというのは間違いない

と思う。 

しかし、民間企業が一番の目的としているのは、やはり利潤の追求であると思う。利潤

を追求しなくていいという企業は存在しないと思うので、そういう意味では、究極の意味

での目的はなかなか共有できないというのが現実だろうと思う。きれい事では幾らでも言

えるが、最終的に追求しているものは違う。 

①パートナーシップの理想と現実 

対等平等・相互補完・目的の共有は実現するのか 

②前提条件が整いにくいＰＦＩ（Private Finance Initiative）の実態 

  公共目的とＶＦＭ（Value For Money）の両立は可能なのか 

公共サービスの質の多様性 

 



Ⅰ－２－（２） 重要課題調査のための委員会 

 

- 14 - 

つまり、このパートナーシップという名前を使って、あるいは概念を使っているが、目

的の共有という部分で実はなかなかうまくいかない。これは、例えば古くからある第３セ

クター方式でしばしば失敗事例があるが、その場合は、やはり第３セクターに参加してい

る自治体と企業の間で、かなり価値観やものの考え方、最終的に目指すものにずれがある 

ということが原因ではないかと思っている。 

特にバブル経済が華やかなころ、各地でリゾート開発が盛んに行われたが、その際も、 

やはりこのパートナーシップということがよく言われていたが、地方自治体、特に田舎の

方の小さな市町村であると地域振興、地域経済の活性化ということを考えてリゾート開発

をしたが、そこに参画した大手のデベロッパーは、やはりいかに利潤を上げるかというこ

とを考えている、そこに根本的なずれがあって、少しバブルが崩壊したり何らかの状況が

変わると、決定的な決裂状態、亀裂が生じてしまうということがある。 

そういうことから、やはりこのＰＰＰを進めるに当たっても、目的の共有を完全に図る

のが無理であるとしたら、どういう形でお互いに合意、納得できるか。例えば、非常に極

端な例を言えば、公共の立場からすれば公共目的が達成できればそれでいい、そのかわり

参加する民間企業には幾らでももうけさせてあげるよ、というぐらいの覚悟でやるのであ

れば別であるが、そうでないと非常に中途半端な状態になり、状況の変化によって基本的

な合意や体制が崩れてしまうというのは、長期的な視点で考えないといけないということ

を前提にすると、極めて不安定で、リスクが大きいのではないかと思う。 

また、ＰＰＰの手法の一つとして特によく取り上げられるのが、ＰＦＩの方式である。

ＰＦＩについても、やはり基本的にはプライベートの資金を中心に行うということであり、

収益性が確保されなければ成り立たないということになる。 

特に最近、ＰＦＩを進めるに当たっては、その下にあるＶＦＭ（Value For Money）とい

うことがよく言われる。つまり投資した価値がきちんと回収できるか、投資に見合った価

値が生み出せるかどうかという視点が非常に重要視される。 

しかしながら、公共の目的と一般に言われているものには、なかなか価値として金銭化

しにくいものがある。あるいはそもそも収益が上がりにくいもの。上がらないものという

のが多々ある。そういうことからこのＶＦＭを追求しながら、かつ公共目的を達成すると

いうのは、なかなか限られた条件でしか難しいのではないかということがある。 

ＰＦＩの場合も参加する民間企業はそこで収益を上げなければならない、利潤を上げな

ければならないという大前提がある。かつて、例えば公立病院をＰＦＩ方式で整備したと

ころが、結果的には失敗して直営方式に戻しているが、そのときの問題の１つに、ＰＦＩ

方式で建てて運営した病院を30年後には自治体が買い取るというか、そういう形の契約で

あるが、でき上がった建物を見ると確かに立派で美しいが、専門家に言わせると通常50年

ないし60年というスパンで設計し、それだけの耐用年数を考えているが、これはどう見て

も30年ぐらいしかもたないだろうと言っている。 

つまり契約期間が切れたらあとは知りませんよという、少し露骨な対応とは思うが、そ

ういうようなことも起こる。しかし、これは民間の経営からすれば、何も必要以上にコス

トをかけるのは、経営としては、ある意味無駄という考え方もできなくはない。そのあた

りは企業のモラルなどいろいろなものがあり、全てがそうだというわけではないが、なか

なか条件が整いにくいだろうと思う。 



重要課題調査のための委員会 Ⅰ－２－（２） 

 

- 15 - 

その中でも特に厄介なのが、公共サービスの質というものをどう捉えるかということが、

なかなか解決できない問題としてある。質の高い公共サービスを提供するというのは、こ

れは非常に重要なことであるが、では、質を何ではかるのか、何で評価するのかというこ

とである。 

市町村レベルでよく話題になる保育所を直営でやるか民営でやるかということがある。

民間委託にするとか、そういうときに賛成派、反対派、どちらも全く逆のことを言う。つ

まり民営化するとサービスがよくなる、質が上がるという意見と民営化すると質が下がる

という意見がある。どちらの言うことも、それなりに一理あるということで、では、一体

どちらが正解なのかということになると、１つは価値観の問題、あるいは基準の問題とい

うことになってきて、これはなかなか結論が出せないというのが実情である。 

そういうことから府有資産の利活用を考えるときに、この考え方、この理論に従えば最

適解が見つかるとか結論が出るというような便利なものがないというのが現実かと思う。

結局はケース・バイ・ケースというか、１つ１つ考えないといけないのであるが、ただそ

のときに基本的な考え方だけは、はっきりとしておかないと、場当たり的な結論になるの

かと思う。 

 

○基本的な考え方 

 現在の府有資産利活用推進プランは、一定の合理性を持った取り組み方をしていると考

えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは段階的に順序を踏んで利活用を考えていくということで、やはり府が持っている

資産であるから、最初はやはり府が使うということを考えてみると、それが無理だ、ある

いは具体的なアイデアがないという場合には、次は、府以外の主体が公共目的で使うとい

う方法はないか、そして、そういうことを検討しても、なおかつ使う予定がない、あるい

はアイデアがないという場合に、最終的に売却ということも考えていくという段階を踏ん

で決めている。 

したがって、必ずしも立地条件がいいから売るとか売らないとか、そういうようなこと

ではなく、まず公共的、とりわけ府、そして恐らく多くの物件が京都市内にあり、例えば

京都市のような自治体、公共団体が使うということをまず第一段階に考えていくというと

ころからスタートしていって、売却は最終的に考えるということだろうと思う。 

ａ. 府を中心とした自治体の利活用：具体的な方向性のある又は立地条件、面積等

を踏まえ戦略的観点から利活用を検討する物件 

ｂ. ＮＰＯ、社会福祉法人等公的団体、民間等を中心とした利活用：団体の財政状

況や活動内容を踏まえて比較的中小規模で、利便性等がある物件 

ｃ. 更なる方向性検討：今後更にニーズも把握しつつ、利活用、売却等の方向性を

検討する物件 

ｄ. 売却：利用ニーズもなく、また、暫定的な利用の検討の余地もないものは、不

動産市場の動向を考慮しつつ、できるだけ速やかに処分する 
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ただし、売却してしまうと、その瞬間からはもう府の資産ではなくなる、将来の府民の

資産でもなくなってしまうということがあるため、ここは慎重にするべきであろうと思う。 

七条警察署の跡地については、定期借地という形をとっているため府の所有権は維持し

ている。将来的に状況が変わったときに、また違う目的で使うこともできる。今考えられ

る一つの手法としては有効なもの、合理的なものではないかと思っている。 

特別新しいわけではないが、いろいろな手段、手法というものがあり、その資産の性格、

特徴、機能等を勘案して最もよい手法を選んでいかなければならない。 

それは慎重に、かつ多元的に検討しないといけないため、そういう趣旨からこの推進プ

ラン委員会をつくり、専門的な観点から、いろいろ御意見を参考にしながら、決めていく

というような仕組みで今、進めている。 

これからまだまだいろいろな資産の利活用を考えていかないといけないということがあ

る。とりわけ委員会でも悩みの種になるのは、なかなか利活用もできないし、仮に売却し

ようとしてもなかなか売るのが難しいというような資産というのも、特に北部地域を中心

にいろいろある。そういう場合に資産それ自体の資産価値というのを違った価値観で見て

みないと、なかなか答えが出せないのかなと思っている。 

当然、府が持つ資産であり、行政活動の目的に使うというのが本来的な資産の使い方の

原則だろうとは思うが、例えば北部には国定公園内に府の土地がある。それをいわゆる行

政目的ではなく、ただそのまま自然の状態で置いておくというのは、自然環境を保全する

という公的機能にとっては一定の意義があるという理解もできる。 

つまり府として自然を守る、環境を改善するというのも重要な役割であり、そのために

資産を利用しているという考え方もでき、ただ遊んでいる土地を持っているのではないと。

それは人によってはこじつけの説明だと言われるかもしれないが、その辺はいろいろな価

値観や考え方があるのかと思う。その辺はいろいろ多元的に、あるいはいろいろな視点か

らの検討、考慮が必要であると考えている。 
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（２）重要課題調査のための委員会 

② 「新地方公会計制度」導入について 

【開催概要】 

 地方公会計については、これまで、各地方公共団体において財務書類の作成・公表

等に取り組まれてきたところであるが、人口減少・少子化高齢化が進展している中、

財政のマネジメント強化のため、地方公会計を予算編成等に積極的に活用し、地方公

共団体の限られた財源を「賢く使う」取組を行うことは極めて重要であるとして、平

成27年1月、総務省から都道府県等に対して、統一的な基準による地方公会計の整備

促進が要請されたところであり、京都府では、平成28年度決算からの「新地方公会計

制度」の導入に向けた取組を進めているところである。 

   11月の委員会では、公認会計士から説明を聴取し、「新地方公会計制度」導入など

について意見交換を行った。 

 

【開催日時】 

平成２８年１１月２４日（木） １３：３０～ 

 

 【開催場所】 

   議会棟 第６委員会室 

 

【参考人】 

谷口 信介 氏 

（新日本有限責任監査法人 公認会計士） 

 

【出席理事者】 

副会計管理者（会計課長）、総務部副部長、総務部副部長（財政課長）、 

府有資産活用課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

谷口信介参考人 
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谷口参考人の説明概要          【本文中の図表は参考人作成資料より引用】 

    

 公会計制度は法の義務ではなく、取り組みのやり方は各自治体に任されている。 

国の経済財政諮問会議の経済・財政一体改革の中で、公会計についても改革行程表の中

に織り込まれており、しっかり各自治体で対応しなさいということが明確に国の中でも目

標にされている。 

 従来、右肩上がりの時代のときは、ヒ

ト・モノ・カネに経営資源が豊富。職員

もたくさんいて、しっかりお金があって

施設も建てられる、税収が増えていた時

代はお金に困ることはなく、この仕組み

を全然変えなくても行政運営がやって

いけた。 

 

○どういった時代背景があって公会計が求められたのか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

従来までは、行政運営という経営のあり方まで考える機会はなかなかなかったが、環境

が変わってきて、経営について考えなければいけない機会が増えてきた。自治体経営を取

り巻く環境がヒト・モノ・カネで大きく変わってきた。その中で公会計が発信されてきた。 

自治体経営はこの 20年間の間に非常に難しい選択を迫られてきた。一時的にどこの自治

体も、攻めは一回止めて、行革をしっかりやっていきましょうと。とりあえず今は削減、

削減でしっかり行革で守りをやっていきましょうということが、平成 16年あたりは非常に

言われた。 
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 その後、行革の効果も出てき始め、今、

各自治体の基金などを見ると、意外と潤

沢にたまってきたところもある。どちら

かというと守り重視だったのが、今は守

りと攻めをうまく、バランスを持って経

営していくという動きに変わってきた

ように思う。これは自治体によっては守

りを大き目に、攻めを強目にといった流れが出てきているかと思う。 

 環境が変わってきた中で経営のあり方が少し変わってきた。一つはヒトも従来よりもか

なり限られてきている、職員も少なくなってきている、人口も減ってきている、カネも交

付税が減ってきた、人口が減ってきた、税収が減ってきた。モノは今、老朽化が迫ってき

ている中、本当にこれは必要なのか、統廃合しなくてはいけないのではないかということ

で、若干遅れてであるが限られた資源を配分していかなくてはいけない。 

 さらに、しっかり開かれた行政ということで、情報の透明性や、議会のガバナンスの発

揮、また民間もしっかり活用と、経営資源は行政だけで考えなくてもいいよと。民間の経

営資源もしっかり使っていきましょうということで、こういったステークホルダーを巻き

込んだ経営というものが求められている。 

会計にはどんな機能があるか。 

言語としてしっかり説明責任を

果たすコミュニケーションツール

であり、道具である。 

壊れたところを直すための道具

だとすれば、行政経営の課題に対

してもこの公会計を使って何か課

題解決できるのではないかという

ことが言える。簡潔に言えば、こ

れが公会計に求められている役

割だと思う。 

 きちんと議会、住民、民間もそ

うであるが、コミュニケーション

をとるために、公会計というもの

が言語として使えるのではない

かということが一つ挙げられる。 

 もう一つはこの経営資源。これ

からもしっかりバランスを持っ

て配分していかなくてはならな

い。そのために公会計というコスト情報、事業別コスト、施設別コストが使えるのではな

いか。こういったことを経営内部でしっかり使っていくという、この大きな２つが今後求

められている。 
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○「統一的な基準」の要請 

旧モデルのときは、直前に夕張市問題

という財政再建団体問題が発生し、社会

に非常に大きな影響を与えた。 

 第一弾の公会計を入れるとき、「資産・

債務改革」が非常にキーワードになった。 

 例えば、自治体は歳入・歳出は把握し

ているが、ストックは実は総量が把握で

きていないと。資産についても不良資産

がいっぱいあるのではないか、遊休資産、もっと稼働したほうがいい資産があるのではな

いかといったこともある。債務も単純な地方債だけでもない隠れ債務、例えば、損失補償

をやっていないか、いわゆる将来負担、ストックというものをまずはしっかり見える化し

ましょうということが、この第一弾の大きなテーマであった。 

 ただ、一つ問題があり、見える化しましょうとは言っていたが、公会計は非常に専門的

な分野で、いきなり各自治体が対応するのは少し難しいのではないかというような話があ

って、かなり簡易な作成方法というものがこのときは認められた。 

 その代表的なものが固定資産台帳未整備の容認である。ストックを把握しなさいと言っ

ておきながらその裏づけとなる一個一個の試算を精緻に精査した台帳はつくらなくてもい

いよと。官庁会計の決算統計情報を組みかえて、今まで行政が使っていた会計を組みかえ

たら、何となく財務処理ができる方式というものが容認されてしまった。 

まだ啓蒙期なので、まずは自治体に慣れていただこうと、簡易な方式がとられた。 

 第二弾、今まさに各自治体で取り組も

うとしている新しい基準である。これは

ちょうど人口減少時代に突入して、その

環境下でモノの老朽化が目立ってきた。

この背景の中で出されたものである。 

 第一弾の課題であったことをしっか

り取り組みましょうということがポイ

ントになった。第一弾で容認されてきた

簡易な作成方法はやめて、まずは固定資

産台帳もしっかりつくり、民間でも使っている発生主義・複式仕訳というものもしっかり

入れることになった。 

 旧モデルのときは簡易方式以外に財務処理の作成の仕方が幾つか認められていたが、ベ

ンチマークなどがはやってきている中で自治体間で比較できないのは非常に問題だという

ことで、今回、統一的な基準と言われているのはこの意味である。1,700自治体全てが同

じ作り方で、比較できるようにしましょうということがポイントである。 

もう一つ実は、非常に大きなこの第二弾のメッセージがある。総務大臣通知の実際の文

書の中にある「財源を『賢く使う』取組」とは、この公会計を使って行ってくださいとい

うことである。 

今まで第一弾からの流れとしては、どちらかというと言語機能、しっかり説明責任を果 
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たすためにまずは使っていきましょう

ということが言われていたが、実際にき

ちんと活用してくださいと。道具として

も実際に経営に活用してくださいと。財

源をしっかり配分するための行政経営

にしっかり使ってくださいと言われた

のが、非常に大きなメッセージである。 

 今、自治体は取り組んでいるが、やは

り単純につくるだけではなく、この文言

が非常に重たいわけである。どうやって

公会計をその後使っていこうかという

ことが非常に大事なわけである。 

 平成27年１月に要請があり、移行期間

はおおむね３年間、平成30年３月末まで

である。平成28年度決

算を対象として、平成

29年度中に新しく財

務書類を作らないと

いけない。 

 官庁会計は予算執

行で終わりであるが、

公会計だと違う。ここ

でもう一つ判断が必

要になる。 

 資産価値に上乗せ

される資産か、機能追

加をもたらすような

住民にとって資産に

なり得るものが追加

されたのか、もしくは単なる維持

管理費用で、今年の費用として払

うべきものか、資産ではなく費用

かと。仕訳というのは 1)資産から

5)収益のどれかを選ぶことである。

官庁会計のときは何も選ばなくて

よかったが、公会計はどれに当て

はまるかを判断しなくてはならな

い。 

 これを間違うとどんな影響があ

るのか。資産になるということは、これから将来世代に繰り越されることになる。その資
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産の負担も世代間負担ということで、将来の世代にも長期にわたって負担してもらうよう

な内容のものが資産には計上されることになる。 

一方、費用はその年度で終わってしまうものであり、現世代によって賄われるものだと

考えられるわけである。実は一つ一つの判断は非常に地味な作業であるが、この結果でど

ちらになるかによって、考え方が全然異なってしまう。正しく作らないと非常に影響が大

きい。財政課か会計課が担当してしっかり作らないと、こういったものがミスリードして

しまうという懸念がある。 

 もう一つ重要なのは、例

えば京都府全体の財政状況

は、財務書類を作ればわか

るかと思うが、今どの自治

体でも課題になっているの

は、事業別、施設別のコス

トが本当にきちんとわかっ

ているのですかということ

である。例えば、官庁会計

では物件費と言われるもの

は事業別、施設別にも把握

しやすいと思うが、人件費

は自治体によっては人事課

一括査定で、人事課で丸々人件費をとりましたということで、事業や施設に配分されてい

ない自治体も中にはある。その施設を維持管理するのに職員がどれだけ張りついてという

のも非常に大事なコストになるわけである。人件費や地方債の金利費用も各事業、各施設

に本当はひもづいてくるはずのコストである。 

 もう一つ、発生主義ということでお金は出ていないが、コストとして認識しなくてはい

けないものがある。例えば減価償却費、これは老朽化のリスクと言ってもいいかもしれな

いが、これも施設管理においては大きなコストである。施設に一部使用料で受益者負担を

とっていたとする。本当はフルコストをきちんと把握した上で、何割を住民の方に負担し

ていただくかというのを考えないといけないが、このコストさえ今までは把握できていな

い可能性があった。きちんとフルコ

ストで把握した上で、では近隣の自

治体ではどれぐらいの使用者負担

になっているかなどを考えるため

にもフルコストは非常に重要であ

る。 

○公会計の活用可能性 

 「公会計導入により財政規律が働

くでしょうか」この質問に対して、

当然、「ストックも出すし、債務も

出すし、働くでしょう」と言ってし
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まう会計士もいるが、私は実はそこは少し待てという立場である。 

①財政健全化法が平成 21年に夕張市の反省をもって施行された。この中で将来負担比率と

いう比率がある。これは将来の債務、自治体が負わなくてはいけない債務をある程度、公

会計に近い、発生主義に近い形であらわした指標が健全化法で既にある。健全化法はきち

んと将来のストックを考慮した将来負担比率のようなものが織り込まれていた。 

②自治体は、建設公債主義で、基本的にはものを建てるときにしか借金できないというこ

とで、本当に無理をして借金をしてしまうことが、制度上禁止されている。かなり統制が

きいている部分もある。これはきちんと評価しなくてはいけない。自治体でもこういった

制度でガバナンスがきいている部分があることはしっかり評価しなくてはいけない。 

③地方交付税制度、本来は税財源移譲ということがあればいいが、いまだにどちらかとい

うと歳入の自治というものはまだまだ余地が少なくなっている。どうしても決められたも

のが配られるということになっており、「歳入の自治なき自治はない」とよく言われていた

が、やはりまだまだ地方でコントロールできる歳入というものはどちらかといえばなくて、

所与というところがどうしても制度としてはある。 

④倒産リスク、夕張市は倒産したわけではない。あくまでも財政再建団体になったのであ

る。アメリカのように潰れることはない。我が国で破綻法制の議論があったが、我が国で

は倒産リスクがないということは誰が一番得をしているかというと、金融機関である。夕

張市のときも最終的には金融機関は何の痛手もなく回収できた。 

⑤金融機関はよく地方債を持つが、なぜそんなにたくさん持てるのか。これはＢＩＳ規制

という国際決済銀行の中で、銀行が持つべき資産のリスク資産をできるだけ減らしなさい

と言われている。銀行が銀行業を行うときにリスク資産は余り持ってはいけませんよと。

リスクのある資産を持ち過ぎると業務停止になってしまうが、地方債はリスクウエイトは

ゼロである。最後は国が絶対に潰れないからである。リスクがない債権として認識されて

いるので、銀行が幾ら持ってもいいわけである。 

 こういった中で、よく公会計というのは信用力を見せると、民間でも投資家のためにこ

の企業は潰れませんよというふうに見せるために公会計を使っていくが、では、自治体で

はどうでしょうかということで、実はこういった制度の中で限界もある。 

 今後はどうか。 

 地方分権時代と言われている。例えば自

治体に税源移譲され、どんどん歳入のコン

トロール範囲がふえてきたらどうなるか。

本当に自治体が責任を持って、自治体の責

任というものを制度上入れていくのか、こ

れはわからないが、こういった議論は根強

くまだ残っている。 

 それ以外にも、例えば財政規律条例をつくる自治体が増えてきた。税源が移譲され、例

えば破綻法制が整備されて、本当に銀行が、自治体が大丈夫かと見なくてはいけないよう

な時代になってきたときに、公会計の活躍のフィールドは広がる可能性はもちろんある。

これからの制度の問題であるが、そうなってくると、例えば公認会計士が民間でやってい
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るような財務処理の監査もやらないといけないのではないかというようなことも出てくる

かもしれない。展望としては、１つあっても当然おかしくないものだと思う。 

 現行制度でどんな

活用ができるか。最

近、「エビデンス・ベ

イスド」という言葉

がはやっている。経

営データをしっかり

使って、データ根拠

に基づいた経営をや

っていきましょうと

いうことである。 

 これは自治体に公

会計を入れていくこ

とであるが、民間と

は違う。民間企業は

非常に決算を重視する。投資家も決算書を見ていろいろ判断する。自治体では予算が一番

最高の意思決定である。あくまでも予算で来年度は何しましょうかということを議会の先

生方にしっかり承認を得て初めて意思決定、何をするかが決められる。 

 決算改革だけしても意思決定に全然影響がない。決算をどうやって評価につなげて、そ

の評価結果で、例えば今までだったらシーリング一律カットだったのが評価が出ているも

のには予算をつけましょう、そうではないものは予算をやっぱり削らないといけないです

よねみたいな、成果指向型と言われるが、そういったサイクルの中で公会計をしっかり考

えるのであれば、意味はある。きちんと予算に影響するのであれば、恐らく職員の見方も

違う。そんなに影響があるものだったらきちんとつくらないといけない。 

 経営にきちんと何か影響するものになったのかというのは、つくっただけでは非常にコ

ストがかかるだけでもったいないので、行政の仕組みに沿った活用というものが必要だと

考えられるし、現にこう

いったことを議論し始め

ている自治体は出てきて

いる。 

 将来負担比率には自治

体アセット、例えば箱物、

インフラ、全ての将来更

新費用はこの計算には含

まれていない。 

 今までの健全化法だけ

を見ていれば、この自治

体は非常に頑張っていま

すねと、将来負担がどん
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どん減っていていいですよねと。ただ、将

来負担が減っているのは、もしかすればこ

れは老朽化比率が増えている。ということ

は、「先送り」という言葉は少し言い過ぎ

かもしれないが、本当は対応しなくてはい

けないものが実は対応できていないので

はないかとか、このものの問題というのは

財政健全化法には反映されていないので、

公会計は万能ではないが、見えなかった情

報が見えることもある。こういった視点は

恐らく大事なのではないかと思う。今、自治体では、固定資産台帳を使って将来の更新費

用を推計しましょうということで、固定資産台帳もつくるだけではなく、将来の費用をし

っかり推計できるデータにしましょうということで取り組まれている。 

○終わりに 

ぜひ地方議会の先生方にガバナンスとし

てこういった点は見ていただきたい。 

旧モデルから変わって、正しく仕訳を行

って、きちんと作ろうということがやっと

入ってきた。これはもう大前提である。今

までのように、簡易方式では許されないよ

と、正しく作ったんですかということは、

これはしっかり確認していただきたいと思

う。 

 その上で、総務省通知では財源を賢く使うためにこの第二弾の要請をしたわけである。

本当にただ作るだけではコストがかかるだけであるので、それがまずは説明責任、議会は

もちろんであるが、住民に対しても例えばわかりやすく財政状態を示しているのですかと、

これはやはり見ていただくべきだと思う。 

 少し進めば、やはり行政経営である。民間とは違うが、では、行政でどんな活用ができ

るのかしっかり考えて、どんなことに取り込んでいるのですかということは、やはり道具

としてしっかり行政経営でも活用していただくということは、ぜひ議会の先生方からも御

確認いただければと思う。 

 その上で、これは法の義務がないので、ここまで精緻にやりなさいというのはない。義

務がないので、各自治体でかなりこれを活用しようというところもあれば、作って終わり

ですよねというところも正直ある。やはりいろいろなところの活用状況とかを見ていただ

きたい。 

 参考になるところがあれば、最近本当に議会の先生方がヒアリングにどんどん来るとい

うこともよく聞く。公会計推進団体に行って、どんな活用をしているのかという話もよく

聞くので、このあたりをぜひ見ていただいた上で、ぜひこの変わってきた行政経営環境の

中で、せっかくなので使えるもので、将来、地方分権時代にはさらに公会計というものが

もっともっと活躍してくれるかなということは、公認会計士としてもしっかり祈っている。 
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（２）重要課題調査のための委員会 

③ 「コミュニティ・コンビニ」のモデルづくりについて 

【開催概要】 

 京都府では、過疎・高齢化が進む地域等において、人口減少下でもコミュニティが

持続可能となるように、官民の生活支援サービスがワンストップで受けられる「コミ

ュニティ・コンビニ」のモデルづくりを進めることとしている。 

平成 28 年度からは総合型の地域創造拠点を４箇所で整備するとともに、各拠点に

「コミュニティ・コンビニ公共員」を配置し、地域主体の運営組織や買い物、生活交

通、物流など新しい生活支援サービスのしくみを構築することとしている。 

１月の常任委員会では、「コミュニティ・コンビニ公共員」等から説明を聴取し意

見交換を行った。 

 

【開催日時】 

平成２９年１月１７日（火） １３：３０～ 

 

 【開催場所】 

   議会棟 第６委員会室 

 

【参考人】 

コミュニティ・コンビニ公共員 山﨑洋平氏 

 

【出席理事者】 

総務部副部長、自治振興課長、自治振興課参事（まちの仕事人担当）、 

政策企画部副部長、政策企画部理事、計画推進課長、明日の京都担当課長 

 

山﨑洋平参考人 
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山﨑参考人の説明概要          【本文中の図表は参考人作成資料より引用】 

    

○自己紹介 

 木津川市において個人事業主としてＩＴ関連の事業をしていた。今からちょうど５年前

の 2012年１月より、相楽郡東部の和束町の京都おぶぶ茶苑と御縁をいただき、ＩＴ管理責

任者という立場でかかわり、インターネットショップの管理や業務の効率化をソフトウェ

アで行ったり、ＩＴにかかわる業務全般に加え、茶源郷まつりの開催や、日本茶を世界に

広めるさまざまな活動にも参画している。 

  また、2015年 10月に南山城村に移住し、地元の自治会の活動に積極的に参加するよう

になり、その中で家の近くで道の駅の立ち上げが計画されていることを知り、プロジェク

トメンバーに参画することとなった。こうした活動にかかわってきたこともあって、京都

府のコミュニティ・コンビニ公共員に応募し、昨年の７月から道の駅づくりに本格的にか

かわっている。 

○道の駅「お茶の京都 みなみやましろ村」 

  京都府唯一の村である南山城村は、大変のどかで自然豊かなところであり、宇治茶の産

地の１つで茶畑の美しい場所であるが、残念ながらほかの同じような地域と同様に、少子

高齢化や人口減少が進んでいる。その結果、買い物弱者の問題を初め、産業の振興や雇用

の創出などのさまざまな課題を抱えている。 

  このような村が抱えるさまざまな課題に対処するために、日用品や農産物をとりそろえ

る店舗を道の駅につくって、さらに配送機能を持つようにするというプロジェクトが進め

られている。 

  道の駅を中心として村内の農家さんが売買できる場所になったり、高齢者の方などにと

っては便利な買い物の場所となり、さらには若者の移住を促進する雇用の場にもなるとい

ったことが期待されている。これは道の駅が新たなサービスや仕事をつくることによって、

村で暮らし続けられることを目指しているものである。 
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○コミュニティ・コンビニ公共員としての取組内容 

村民百貨店の立ち上げに向けての活動 

南山城村には日用品、生活必需品を購入する場所が大変少なく、本格的な買い物には近

隣の木津川市や伊賀市などのショッピングセンターに、車で買い物に出かけなければなら

ないという実情である。こうした状況は、いわゆる買い物弱者である高齢者の方々にとっ

ては大変厳しいもので、生活がしやすい環境とは言えないというところが現状である。 

  そこで、道の駅の中に食料品や日用品などの買い物ができる場所を作ろうというプロジ

ェクトが村内で立ち上がった。さらに、高齢の方など買い物に行くのが難しい方には、必

要なものをお届けできるようにしようとしており、これが村民百貨店の担う機能である。

私は公共員としてこの村民百貨店の構築と運営を担う株式会社南山城とともに、仕入れや

販売、さらに配送の仕組みづくりに取り組んできた。 

  村民百貨店の立ち上げに当たっては、特に生鮮食料品の仕入れが大きな課題となってい

た。この課題については、さまざまな方と話し合いを進めていく中で、京都生活協同組合

様から生鮮食料品の供給などで御協力をいただくことで、クリアできることとなった。村

内には既に京都生協さんを利用しておられる方々も多数おられるが、今後さらにきめ細や

かなサービスが提供できるのではないかと思う。 

  なお、京都生協さんとは買い物弱者の支援や村の特産品の販売の拡大などについて、村

と連携して取り組んでいこうということとなっており、京都生協さんと村、そして株式会

社南山城との間で包括的な連携協定が締結された。 

配送サービス「ごようききねっと」       

 村民百貨店の立ち上げと並行して、買い物の場所に行くのが難しい高齢者などの方に対

して、道の駅の商品を配送するための仕組みづくりに取り組んでいる。その手段としてＡ

Ｉ（人工知能）とタブレットを活用した新しい仕組みが活用できないかという取り組みに

チャレンジしている。この取り組みには、東京のＩＴベンチャー企業と協力をして、ＡＩを
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活用した「ごようきき」のアプリをタブレットに入れて、これを使って注文された商品を

配達しようというものである。 

  このアプリは商品の注文をやりとりするだけではなく、住民の方の移動に必要な生活交

通や商品の仕入れにも応用できることが期待されている。さらに人の絵がおしゃべりをす

るようなスタイルになっていて、人と人とが対話するような設計になっているので、日常

会話のようなやりとりを通して高齢者の見守りにも活用できるものである。 

  「ごようきき」のシステムについては、昨年の８月と 11月に実証実験を実施した。住民

の皆様からの御意見をお聞きしながら、ＩＴ業者の方と専門的な意見交換も重ね、改善点

なども提案した。 

  今後もこのシステムが実用化され、より良いものとして活用されるよう、株式会社南山

城とともにしっかりと取り組んでいきたいと考えている。 

出荷者協議会 

  出荷者協議会は道

の駅で販売する野菜

や加工品などの生産

者の団体である。新鮮

で安全な商品供給に

加え、地域のブランド

を広く発信して、村の

産業振興と地域の振

興を目指すことを目

的として設立された

団体である。 

道の駅のホームページ 

 ホームページの内容などについて株式会社南山城と協議を重ね、ホームページを制作。 

  制作の最初の段階では、道の駅の詳細な情報やターゲットなどについて、まだ固まって

いないところも多数あった。どのような機能とデザインがよいのか随分と悩み、まずは汎

用性を持たせ、今後

の展開に応じて拡張

ができるようにする

ことが必要だと考え

た。 

  さらに、ワクワク、

ドキドキな道の駅の

期待感を高めること

が重要で、アーティ

ストもたくさんいる

楽しい村である、新

しい道の駅だということが感じられるデザインがよいのではないかと考え、コンセプトに

基づいて制作した。 
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道の駅の「ウリ」は？ 

道の駅のウリを洗い出すためのワークショップを行ってきた。メンバーには株式会社南

山城にかかわる方などの地域の若者にも集まっていただいた。ウリを明確にすることは、 

遡及力のあるＰＲの基本だと考えている。これまでネットショップなどの商品を売るため

のページをつくる仕事にかかわってきたが、その際には購買意欲を高めるための決め手と

なるよう、必ずその商品の特徴やウリを洗い出す作業をしてきた。今回もその経験を生か

して、道の駅の特徴とウリを洗い出すためのお手伝いをした。このときの議論の成果は、

ホームページなどにも反映をされている。 

ふるさと納税 

南山城村のふるさと納税では、返礼品として特産品である宇治茶、シイタケ、米、烏骨

鶏の卵といった特産品、さらには村内の各種事業者さんの商品が取り扱われており、こう

した村の特産品のＰＲ手段として貴重な存在となっている。新たな返礼品を見つけ出すこ

とも、埋もれた特産品の発見につながるのではないかと思っている。株式会社南山城では、

ふるさとチョイスというウェブサービスを活用したふるさと納税の取り組みを村から受託

されており、専門のＩＴスキルを生かして、この事業が効率よく効果的に実施できるよう、

お手伝いをさせていただいている。 

 
  私がかかわってきたネットショップ運営の経験からは、ネット上の見せ方次第で随分と

反応が変わってくることを目の当たりにしてきた。こうした経験を生かして、より検索さ

れやすく、より寄附していただきやすくなるような工夫を凝らして、ふるさと納税が増え

るよう、お役に立ちたいとも思っている。 

先進地から学ぶ 

  道の駅の立ち上げは、地域の方々にとっても全く初めてのことであるので、一からノウ

ハウを学んでいく必要があった。そこで、高知県の四万十町にございます「四万十とおわ」

という道の駅を運営されている株式会社四万十ドラマさんから全面的なサポートをいただ

いている。 
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四万十町の現状は過疎化が課題となっていることやお茶が主産業であることなど、村と

共通するところがある。株式会社四万十ドラマさんでは住民の皆様が主体となり、主産業

のお茶を生かして、四万十緑茶のブランドを確立して商品開発をされるなどの取り組みを

されている。 

株式会社四万十ドラマさんからは、これまで約３年にわたって道の駅づくりのコンセプ 

トから運営のノウハウに至るまで、本当に親身になってサポートいただいてきた。今も村

から株式会社南山城のスタッフが２名、この「四万十とおわ」に住み込みで研修をさせて

いただいている。また、株式会社四万十ドラマの皆様には、これまで何度も村に来ていた

だき、さまざまなアドバイスをいただいた。 

こうしたサポートをいただく中で、株式会社四万十ドラマの皆様とは、いわばコンサル

ティングを超えた仲間のようなおつき合いにまで深まっているように感じている。株式会

社四万十ドラマさんから御伝授いただいた数々のノウハウに加え、ここまで深くおつき合

いをさせていただけていることは、今後の道の駅の運営を初め、地域における活動に取り

組んでいく上で本当に大きな財産だと感謝している。 

  また、こうした道の駅の先進事例だけではなく、さらに幅広く交流を深めていくことを

心がけている。 

昨年の７月からというまだ短い期間で

はあるが、地域の皆様と二人三脚でコミ

ュニティ・コンビニづくりに全力で頑張

ってきた。いよいよ本年の４月 15日に道

の駅「お茶の京都 みなみやましろ村」

がオープンする。オープンしてからが本

当のスタートだと思っている。引き続き、

しっかりと取り組んでいきたいと思って

いる。皆さんもぜひこの新しい道の駅へ

足をお運びいただきますようお願いした

い。 

  今後とも公共員として、この道の駅を

拠点に地域の皆様とともに地域の課題に

取り組んでいきたいと考えている。 
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（２）重要課題調査のための委員会 

④ 平成 28年中における京都府警察の活動状況等について 

【開催概要】 

  ２月閉会中委員会については、１年間の総括となる委員会（２月定例会中の委員会）

の直前の委員会であることを踏まえ、平成 28 年中の京都府警察の取組、活動状況等

について説明を聴取するとともに、課題や今後の対策等について議論を行った。 

【開催日時】 

平成２９年２月８日（水） １３：３０～ 

 【開催場所】 

   議会棟 第６委員会室 

【出席理事者】 

公安委員会 公安委員 

京都府警察 警察本部長、総務部長、警務部長、生活安全部長、地域部長、 

刑事部長、交通部長、警備部長、京都市警察部長、 

         警務部参事官、総務部次長、生活安全部次長、地域部次長、      

交通部次長、警備部次長、会計課長 
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（２）重要課題調査のための委員会 

⑤ 京都府の国際化のあり方について 

【開催概要】 

  国では、地方自治体の国際化について、昭和 62年に策定した「地方公共団体におけ

る国際交流の在り方に関する指針」等により、地方自治体が「国際交流」と「国際協

力」を柱として地域の国際化を推進することを促してきたところ、グローバル化の進

展等により、平成 18 年に策定した「地域における多文化共生推進プラン」において、

「地域における多文化共生」を第３の柱として、地域の国際化を一層進めることとさ

れている。 

  京都府では、国際化の推進のため、友好提携州都等との交流や留学生の誘致・支援

などによる国際交流・国際協力、また、外国籍府民への生活支援などの多文化共生を

積極的に進めることとしている。 

今回の委員会では、2020年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されること

を契機として、今後の京都府への外国人入国者数の増大が見込まれる中、これからの

京都府の国際化の推進のあり方について、国際交流・国際協力、多文化共生など総合

的に議論した。 

 

【開催日時】 

平成２９年４月２７日（木） １３：３０～ 

 

 【開催場所】 

   議会棟 第６委員会室 

 

【出席理事者】 

知事室長、知事室長付理事（秘書課長事務取扱）、 

国際課長、国際課留学生政策担当課長 
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（３）管内外調査 

 

①管内調査 （平成 28年７月 19日(火)） 

○京都府警察本部（京都市上京区） 

   地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムについて 

○留学生スタディ京都ネットワーク（於：キャンパスプラザ京都（京都市下京区）） 

   留学生スタディ京都ネットワークの取組について 

○和束町役場（於：京都和束荘（和束山の家）(相楽郡和束町)） 

   茶源郷和束活性化対策プロジェクトについて 

  

     ②管外調査 （平成 28年 11月９日(水)～11日(金)） 

○多言語支援センターかながわ（神奈川県横浜市） 

「多言語支援センターかながわ」の外国人支援の取組について 

○警視庁（東京都千代田区） 

テロ対策東京パートナーシップの取組等について 

○茨城県議会（茨城県水戸市） 

  茨城県のネット広報戦略について 

○西武園競輪場（埼玉県所沢市） 

埼玉県競輪事業の包括委託について 

○ＮＰＯ法人横浜コミュニティデザイン・ラボ（神奈川県横浜市） 

オープンデータを活用した「LOCAL GOOD YOKOHAMA」の取組について 

 

③管外調査 （平成 29年１月 23日(月)～24日(火)） 

○愛知県議会（愛知県名古屋市） 

       新公会計制度の活用状況について 

    ○愛知県警察本部（於：愛知県議会 (愛知県名古屋市)） 

体験型防犯教室「ＢＯ－ＫＥＮあいち」の取組について 

○藤枝市議会（静岡県藤枝市） 

民間活力を導入した公的資産活用の成果について 

○静岡県警察本部（於：静岡県議会 (静岡県静岡市）） 

関係機関と連携した人身安全関連事案への取組について 

    

   ④管内調査 （平成 29年４月 27日（木）） 

    ○公益財団法人京都府国際センター（京都市下京区） 

            京都府国際センターの取組について 
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① 管内調査（平成 28年７月 19 日(火)） 

 

１ 京都府警察本部（京都市上京区） 

◆ 地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムについて 

従来の地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムは、警察署等から本部サーバ

ーに入力したものを元に地図上にその情報を展開し、印字出力し、各警察署に資料として

還元するとともに、ホームページ等を通じて府民へ資料として提供していた。また、その

内容は、事故の発生地点を表示した図、発生密度を色の濃淡で表示した図、取締や啓発等

の活動結果を地図にシールで貼付した図などに分かれていて、それぞれの図を見比べて判

断しなければならないというシステム上の限界があった。 

 新しい地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムは、事故情報だけでなく取締・

啓発等の活動結果も併せて本部サーバーに取り込み、統合されたデータとして分析するこ

とが可能になった。また、各種情報を重ねて入力・表示し、視覚的に把握することが可能

となり、対策を講じることが容易になったとのことである。さらには、実施した対策や活

動状況の実施前と実施後の効果検証が出来るようになり、また、その結果を公表して、効

果的な情報発信を行うことができるとのことである。 

具体的には、事故データを時期、年齢層や事故の形態などに分類することができ、特定

して絞り込んだ情報を個々又は統合して図上や統計として表示することなどが可能とな

ったとのことである。また、図上で事故発生地点の事故内容や取締地点の取締情報などを

同時に表示することが可能になったとのことであった。 

その他の応用例として、高齢者が多数訪れるスーパー等を「交通安全モデル店舗」に指

定し、半径500m エリアにおいて、訪問活動などの高齢者事故防止の各種活動を行い、そ

の効果を検証することもできるとのことである。 

今後は、システムで分析した多発エリアを指定し、同エリアを中心に取締や啓発、訪問

活動を展開するとともに、多発エリア内の事故発生情報を分析し、効果を検証することに

より次回の対策に反映することで、交通事故の総量抑制につなげたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・児童の重大事故の分析結果について 

・道路形状、信号の位置などによる事故への影響評価の分析について 

・交番等へのシステム端末の配備状況について 

・事業の財源について 

・高速道路、高規格道路、主要道路の事故分析結果について 

・交通規制、道路管理者との連携について 

・システム導入の経緯について 

・学区毎の統計、分析について 

・学識経験者との連携について  など 

 

 



管内外調査 Ⅰ－２－（３） 

 

- 51 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警察本部において説明を受けた。 

 

 

２ 留学生スタディ京都ネットワーク（於：キャンパスプラザ京都（京都市下京区）） 

◆ 留学生スタディ京都ネットワークの取組について 

京都における留学生の誘致及び受入体制の整備や、留学生の知識・経験を地域の国際

化・活性化に活かすための仕組みづくりをオール京都で取り組み、「大学のまち・学生の

まち」としての京都の魅力向上を図る「留学生スタディ京都ネットワーク」が平成27年５

月に設立された。 

構成は、39の大学・短期大学、12の日本語学校、10の専修学校・各種学校、10の民間企

業、５の非営利団体の他に経済・業界団体、京都府、京都市などの行政・公的機関等を含

めて合計87団体である。 

活動内容としては、京都留学にかかわる総合ポータルサイト「STUDY KYOTO」を設置・

運営し、大学・日本語学校・専修学校等の学校情報や住宅・就職を含む生活情報など、京

都地域の留学に関する情報を一元化し、日本語、英語、中国語、韓国語によって発信して

おり、約５万件のアクセスがあるとのことである。 

また、国内外で開催される留学生フェアのうち、東京、ソウル、北京、ハノイ、ジャカ

ルタ、バンコクなど９会場で京都ブースを出展するとともに、台湾の台北市で京都留学フ

ェアを開催するなど、留学生の誘致事業に取り組まれている。 

その他の留学生の誘致事業として、京都で学ぶ現役留学生で構成するＰＲチームを創設

し、各国における日本留学関連の情報収集や、京都の留学情報についての現地向け情報発

信等を行っているとのことである。平成27年度は、中国、タイ、アメリカの３ヵ国につい

てＰＲチームを構成するために公募・選考を行い、合計８名（中国３名、タイ３名、アメ

リカ２名）を選定し、情報収集・発信活動を行っているとのことであった。今回の管内調

査においては、ＰＲチームに所属する中国とアメリカからの留学生から、留学生の生活実

態や京都に対する印象について話を聞くことができた。 
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今年度は、前年度の活動を拡充して推進するとともに、新規事業として、留学生向け有

給インターンシップを実施し、留学生のための住宅情報サイトを創設・運営するとのこと

であった。 

また、京都留学の魅力を伝え、留学先としての京都の認知度を高める冊子「京都留学の

すすめ（仮称）」を作成するとともに、会員向けセミナー・交流会を開催するとのことで

あった。 

 

【主な質疑】 

・経済的に余裕のない人を受け入れる環境づくりについて 

・受入側の英語能力の向上対策について 

・住居、交通など生活面のトラブルへの相談対応について 

・京都の安全性のＰＲについて 

・医療面での生活支援について 

・卒業後も安心して働ける環境づくりについて 

・京都を留学先として選択する動機づけについて  など 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

ＰＲチームの留学生等から説明を受けた。           

 

 

３ 和束町役場（於：京都和束荘（和束山の家）（相楽郡和束町）） 

◆ 茶源郷和束活性化対策プロジェクトについて 

 和束町では、少子高齢化や若年層の転出等で人口減少が進む中、それを防ぐために雇用

創出や交流人口の増加をより一層図り、さらには住民との協働によるまちづくりを進めて

きた。定住人口の維持、増加に繋げることを目的に、「茶源郷和束」の知名度を高め、地域

資源の活用と６次産業化の推進、観光客の誘致等により交流人口を増加させる取組みとし

て、平成 26年度から「茶源郷和束活性化対策プロジェクト」を実施しているとのことであ

った。 

 主な事業は、茶品評会に出品する和束町出品茶推進委員会を支援する「出品茶推進事業」、
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行政と住民の協働によるイベント「茶源郷まつり事業」、和束茶のブランド育成・普及等に

対する取り組みを支援する「地域ブランド育成支援事業」、茶源郷和束をＰＲする「観光パ

ンフレット作成事業」、地域団体・府・町で構成する協議会によるワークショップの運営や

ガラス温室を活用した観光を推進する「和束町地域力推進事業」、ＩＣＴを利用した地域情

報化の実現と運営管理を行う「茶源郷行政情報配信システム運営事業」などがあるとのこ

とである。 

 また、今回の調査先となった和束山の家（愛称「京都和束荘」）は、茶源郷和束活性化対

策プロジェクトのひとつである「和束青少年山の家おもてなし推進事業」により、宿泊施

設整備に伴うおもてなし体制の整備が行われた。 

 昭和 55 年に「京都府立和束青少年山の家」としてオープンした施設を、平成 27 年８月

に和束町が京都府から無償譲渡され、平成 27年 10月から平成 28年６月にかけて増築・改

装の工事を行い、総事業費は約２億２千万円とのことであった。 

 事業構想としては、2015年に「日本茶 800年の歴史散歩」のストーリーで和束町の茶畑

が日本遺産に登録されたことに伴い、観光、レクリエーション等などを目的に和束町を訪

れる方は増えており、通過型観光から滞在型観光にシフトさせ、従来の青少年の育成施設

の機能を持たせながら、滞在による交流人口の拡大と、地域外貨獲得による地域経済の活

性化や雇用の創出に繋げたいとのことでした。「お茶」をコンセプトにした施設で、お茶を

五感で楽しめるよう、建物内の備品やアメニティに至るまでお茶を使っているなど、こだ

わりを感じさせる工夫がこらされていた。 

 

【主な質疑】 

・施設の所有が府から町に変わったことの影響について 

・施設の利用者数の推移について 

・施設が無償譲渡された経緯について 

・宿泊客数について 

・施設内の設備について 

・施設内装の特徴について  など 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

和束町から説明を受けた後、施設内を視察した。      
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②  管外調査（平成 28 年 11月９日(水)～11日(金)） 

 

１ 多言語支援センターかながわ（神奈川県横浜市） 

 ◆「多言語支援センターかながわ」の外国人支援の取組について 

神奈川県内には、県民の 1.9％を占める 17万４千人の外国籍県民が暮らしているため、

同県ではお互いの多様な文化を尊重しながら共に生きる「多文化共生社会」を築くこと

が必要であると考え、その実現のための方策として、多言語による情報提供が極めて重

要であると認識されている。 

  外国籍県民の増加に伴い、多言語による情報提供のニーズが高まる中、市町村におい

ては対応が困難なケースが見受けられた。また、通訳の派遣依頼に対して十分応えられ

ない事例も増加したことから、それらの諸課題を解決するため、「多言語支援センターか

ながわ」が設置され、平成 28年６月から運営を開始された。 

  同センターの主な業務には、外国籍県民や来県外国人のためのコールセンター（多言

語ナビかながわ）の運営があり、保健医療、子育て支援、災害などに関する問合せに対

し、英語、中国語、タガログ語、ベトナム語のほか、やさしい日本語でも対応されてい

る。そのほか、通訳者が不足している希少言語（ベトナム語やタガログ語等）の人材を

確保するとともに、通訳者育成のためのスキルアップ研修を実施しているほか、地域で

外国籍県民を支援している方を対象とした研修を行っておられる。 

  なお、同センターは県有施設である「かながわ県民センター」に設置されているが、

その運営主体は、「公益財団法人かながわ国際交流財団」と「ＮＰＯ法人多言語社会リソ

ースかながわ」である。このＮＰＯ法人は、県からの委託により通訳派遣事業を実施し

ており、とりわけ医療通訳派遣事業は年間５千件を超える派遣実績があり、多言語支援

センターかながわではこれらの事業と連携した取り組みを行っておられる。 

  また、多言語支援センターかながわは、今後、外国籍県民等に対する情報提供を充実

するとともに、災害発生時には同じ建物に入居する「災害救援ボランティア支援センタ

ー」と連携して、確実な支援体制を確立することを目指しているほか、通訳の需要が高

まっている希少言語の通訳者の人材を直接雇用することにより、通訳派遣のニーズ増に

対応していきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・センターの運営における県、財団、ＮＰＯの役割分担について 

・外国人犯罪への対応状況について 

・政令市との連携状況について  など 
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概要説明を受けた後、センター内を視察した。 

 

 

２ 警視庁（東京都千代田区） 

◆ テロ対策東京パートナーシップの取組等について 

 警視庁では、平成 19年に東京都が発表した「『10年後の東京』への実行プログラム 2008」

の施策のうち、「最先端技術の活用と官民パートナーシップの構築によるテロ対策」に基づ

き、東京都など関係行政機関と民間事業者が連携して、テロに対する危機意識の共有や、

大規模テロ発生時における協働対処体制の整備、その他首都東京にふさわしい高精度でス

マートなテロ対策を総合的に構築・推進するため、「テロを許さない社会づくり」をスロー

ガンに平成 20年 11月、「テロ対策東京パートナーシップ推進会議」を立ち上げられた。 

 同推進会議では、「テロを許さない社会づくり」のために、以下の６つの取り組みを定め、

活動されている。 

① 合同訓練の実施 

   テロが発生した際、被害の抑制等、効果的な対応ができるよう訓練を実施 

② 合同パトロール・キャンペーンの実施 

   合同パトロールやキャンペーンの実施を通じ、テロ等の未然防止のほか、都民に対す

る理解と協力の呼びかけ 

③ 検討会・研修会等の実施 

   テロ情報や専門知識を共有し、危機管理体制の強化を目的として実施 

④ テロ情報ネットワークの構築 

   情報共有や意思の疎通を図るためのネットワークを構築し、連携を強化 

⑤ 非常時映像伝送システムの構築 

   民間防犯カメラを活用し、テロ等の大規模災害発生時に被害状況を把握できるシステ

ムを構築 

⑥ テロ対策相互協定締結の検討 
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さらに、平成21年には、地域の特性に応じた形でより実践的、効果的に推進するため、

品川警察署、東京空港警察署、丸の内警察署管内をモデル地区に選定し、「地域版パート

ナーシップ」の構築、活動を開始された。 

そして、このような取組を都内全域において展開・推進するため、平成22年６月末ま

でに、102全ての警察署単位で「地域版パートナーシップ」を発足させ、「テロを許さな

い街づくり」をスローガンに、テロ等を想定した合同訓練や都民の理解と協力を呼びか

けるためのキャンペーン等の広報活動などを行っておられる。 

そして、平成23年12月に策定された「2020年の東京」、「『2020年の東京』への実行プロ

グラム2012」でも、引き続き、テロ対策東京パートナーシップ推進会議において、様々

な課題や対処方策を検討するとともに、地域に根ざした官民一体のテロ対策を効果的に

推進していくこととされた。 

警視庁としては、今後も引き続き、「テロを許さない社会づくり」、「テロを許さない街

づくり」を合い言葉に、様々な取組を行っていきたいとのことであった。 

     

【主な質疑】 

・警察組織内部の連携について 

・不審物、不審者に対する対応について 

・海上保安庁や自衛隊との合同訓練における課題について  など 

 

 

３ 茨城県議会（茨城県水戸市） 

◆ 茨城県のネット広報戦略について 

 茨城県は全国都道府県で唯一、民間の県域テレビ局がないため、県民が映像により地域

情報に触れる機会が少ない状況であった。テレビ局開局には莫大な経費がかかるが、イン

ターネットの普及により、動画配信環境の整備が進んだことから、国の緊急雇用対策事業

等を活用し、平成 24 年 10 月１日にインターネット動画サイト「いばキラＴＶ」を開局さ

れた。 

同局では、茨城県の県政情報や地域の魅力を伝える動画を制作し、インターネット等を

通じて情報発信することにより、県民の郷土に対する愛着心や一体感を高めるとともに、

同県の魅力を国内外に発信し、交流人口の拡大やＵＩＪターンの促進、県内産業の海外展

開等の取組を支援し、広げることを目的とされている。    

オンリーワン又はニッチなジャンルで、テレビとは違う画面の小さなモバイル端末で視

聴されることを意識した動画作りを行い、検索の際に見つけやすいタイトルを付け、短い

動画尺で速いテンポ、印象的なシーンを冒頭に持ってくる等、離脱されにくい構成にした

ところ、ＹｏｕＴｕｂｅを活用した自治体の動画サイトとしては、本数、視聴回数、チャ

ンネル登録者数ともに、日本一になった。 

また、ＹｏｕＴｕｂｅを活用した動画配信は、動画をアップロードするサーバーの維持

コストが低くて済むことや、ＳＮＳへのリンクや埋め込み等が容易で、ユーザー層や視聴

環境等の詳細な分析が可能である。文字や写真では伝わりにくい情報も、映像により視覚

的にわかりやすく伝えることが可能であり、地理的制約がないインターネットの特性を活
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かし、県内だけでなく日本全国や海外への情報発信も可能である。テレビと異なり、いつ

でもどこでも視聴できて、新聞購読率の低下等により広報紙を含む既存の広報媒体の到達

度が低下傾向にあるなかで、若年層をはじめとして利用度の高いインターネット動画は重

要な広報媒体になりつつあり、インターネット動画配信の意義は高いとのことであった。 

今後の課題としては、「いばキラＴＶ」の認知度のさらなる向上と、インターネット動画

の理解促進を図り、茨城県の魅力をさらに発信する必要があるとのことであった。  

 

【主な質疑】 

・予算規模について 

・県内の事業者への発注について 

・情報を発信する側が注意すべき点について  など 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 関係者から概要説明を受けた。 

 

 

４ 西武園競輪場（埼玉県所沢市） 

◆ 埼玉県競輪事業の包括委託について 

埼玉県は、西武園競輪場と大宮競輪場の２か所の競輪場を運営している。西武園競輪場

は西武鉄道が設置した競輪場で、競輪を開催する際は、競輪主催者である埼玉県が、同社

から施設を借り上げて運営している。平成 27年度の同競輪場の開催日一日平均の入場者数

は 2,113 名だが、これは全国 43 か所の競輪場のうち、上から 10～11 番目の順位に位置す

るとのことである。 

また、同県は平成 19年度以降に、県内の７つの市営競輪の開催を引き受けているが、当

時、市営競輪の年間収支はすべて赤字であり、県が直営で開催した場合でも年間 2,600 万

円の赤字になることが判明したことから、より効率的な運営を行って経営基盤を強化する

必要があった。そのため、施行者（埼玉県）固有の業務（競輪開催日、選手賞金等の決定）

や競技に関する事務（自転車の競走前検査、審判業務等）を除く業務を、一つの業者に包

括的に委託する「包括民間委託契約」を導入することになった。包括受託事業者の業務は、

車券の発売・払戻、警備、清掃、イベント、広報・宣伝、投票機器の保守整備、従業員の

雇用など運営業務全般となっている。 

埼玉県の包括民間委託契約の場合は、まず、収益先取り方式により包括委託料の計算を



Ⅰ－２－（３） 管内外調査 

 

- 58 - 

行っていることである。収益先取り方式とは、事業収入から義務的経費と売上連動の収益

率によって計算した施行者利益（総売上×0.6％～0.32％）を控除した残りの額を包括委託

料とするもので、施行者の収益額の最低保証は１億円と定めている。 

収益先取り方式を採用することで、車券売上の減少や義務的経費の増加などによる様々

な経営上のリスクに左右されることなく、確実に収益を確保できる。また、車券の売上が

増加すると委託料も増加するため、包括受託事業者は積極的に車券売上の向上に取り組む

という利点がある。 

包括民間委託契約の導入による効果としては、集客、宣伝、ファンサービス等の効果的

な展開や、専門性の高いスタッフによる安定した事業運営など、民間のノウハウや経営資

源の活用による効率的な事業運営の実現がある。契約期間が複数年に設定されていること

もあり、償還可能な機器であれば、契約期間中に受託業者が自ら整備するなどの効果もみ

られ、経営基盤の強化が図れるとのことであった。 

なお、包括民間委託契約の課題としては、県の方に個別業務に係るノウハウが蓄積され

にくくなり、主体的な指導が難しくなることや、契約期間満了間近になると、売上向上（県

収益に連動）が実現できる新たな取組であっても、事業者の投資意欲が減退することなど

が挙げられるとのことであった。 

また、施行者として積極的に売上向上に向けた努力を行うため、平成 29 年１月から「ミッド

ナイト競輪」を開催するとのことであった。 

   

【主な質疑】 

・委託契約の条件について 

・委託後の雇用状況について 

・防疫活動との連携について   

・中長期的な設備の改修計画について  など 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明を受けた後、競輪場内を視察した。 
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５ ＮＰＯ法人横浜コミュニティデザイン・ラボ（神奈川県横浜市） 

◆ オープンデータを活用した「LOCAL GOOD YOKOHAMA」の取組について 

LOCAL GOOD YOKOHAMA（以下、ローカルグッド）は、市民の力を合わせて地域課題を解決

するＩＴプラットフォームである。ローカルグッドは、地域住民や企業、ＮＰＯ法人など

の民間団体が中心となって、顔の見える関係を大切にしながら、サービスや情報の循環の

構築を目指し、地域を良くする活動に多くの方が参加するきっかけをつくっているが、以

下の４つの機能がある。 

① 課題を知る、投稿する、投稿された課題を見る。 

人口 371万人の政令市・横浜市の 18区それぞれの課題、子ども・若者、ダブルケア、

郊外住宅団地の再生などのテーマごとの取り組みを知るコンテンツを提供し、投稿でき

る機能 

② データを見る 

横浜市のオープンデータも活用し、各種のデータをイラストやグラフ等で分かりやす

く「見える化」 

③ 活動を知る 

地域を良くする取組を、取材記事やインタビューで紹介 

④ 支援する 

必要な資金を多くの市民から集める「クラウドファンディング」と呼ばれる仕組みで 

資金提供したり、提供できる技術などを登録できるスキルマッチング機能を使って仲間

になることが可能 

 

なお、ローカルグッドの運営主体は、会員数約 500 人の横浜コミュニティデザイン・ラ

ボというＮＰＯ法人で、横浜市を中心とした各地域を舞台に、市民の公共の利益増進に寄

与することを目的として平成 14年に活動を開始した。 

LEARN（学ぶ）、MAKE（つくる）、SHARE（共有する）をキーワードとして、市民が地域社

会に創造的に関与する機会をつくることを目指しながら、まちづくりに関する調査・研究・

コンサルティング事業やコミュニティビジネスの研究・開発等の事業を実施されている。 

特に、オープンデータの利活用については、横浜市と連携して積極的に推進しているが、

大学の研究者やＩＴ技術者の方に働きかけて、「横浜オープンデータソリューション発展委

員会」を立ち上げるなど、行政や民間が持つデータを共有・活用する仕組みづくりに取り

組んでおられ、今後も引き続き、市民や企業、大学等のリソース（資源）を積極的に取り

入れて、事業を進めていきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・神奈川県との連携状況について 

・ＮＰＯ法人立ち上げ時の活動資金について 

・発信情報の正確性の担保について  など 
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説明を受けた後、作業スペース等を視察した。 

 

 

③ 管外調査（平成 29年１月 23日(月)～24日(火)） 
   

１ 愛知県議会（愛知県名古屋市） 

◆ 新公会計制度の活用状況について 

愛知県では、平成12年度から、企業会計的な手法を取り入れ、貸借対照表などの財務書

類を作成する公会計改革の取組を進めてこられた。そして、平成22年２月に策定した「愛

知県第五次行革大綱」の取組事項として複式簿記・発生主義会計の導入を掲げ、平成25

年度から新公会計制度を導入された。 

新公会計制度導入の目的は２つあり、その目的の一つはアカウンタビリティ（説明責任）

の充実である。アカウンタビリティの充実を図るため、①議会における決算審査資料の充

実、②財政状況に関する公表資料の充実、③分析指標の活用など様々な取組を行っている

とのことであった。 

また、もう一つの目的は、マネジメントへの活用である。愛知県では、マネジメントに

適した事業単位（管理事業）を新たに設定し、平成27年度は293の管理事業別財務諸表を

作成し、財務諸表、行政評価、予算編成を事業単位で統一化することにより、「責任と権

限の所在を明確化」し、財務諸表を活用した「行政評価の結果を予算にフィードバック」

させる仕組みを構築することでＰＤＣＡサイクルを機能させ、自治体経営の強化を図って

いるとのことであった。 

愛知県の取組の特徴としては、企業会計の考え方を基本とするが、利益の追求が目的で

はない公会計の特質に配慮した表示科目とするなどの分かりやすい財務諸表を作成して

いるとのことである。さらに、資産マネジメントにおける資産情報の活用性を重視し、企

業会計の考え方を参考とした固定資産の計上基準を定め、日々の取引ごとに適切に資産計

上を行うなど、独自の会計制度を策定しているそうだ。 

愛知県が作成している財務諸表は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③キャッシュ・

フロー計算書、④純資産変動計算書、⑤附属明細書が主なもので、このほか、⑥基金明細
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表、⑦投資及び出資金明細表、⑧貸付金明細表、⑨未収金明細表、⑩引当金明細表、⑪地

方債明細表、⑫債務負担行為明細表、⑬行政コスト計算書の当期収支差額とキャッシュ・

フロー計算書の行政サービス活動収支差額との調整表、⑭売却可能資産明細表を作成して

いるとのことである。 

今後、職員の研修などをしっかり実施しながら、新公会計制度の運用を充実し、十分活

用できるようにしたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・公会計制度を導入した経緯について 

・公会計制度の予算編成への活用について 

・会計局の職員体制、職員の資質向上について 

・公会計制度の決算特別委員会への影響について 

・県民意識の向上について  など 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関係者から説明を聴取した。 

  

 

２ 愛知県警察本部（於：愛知県議会（愛知県名古屋市）） 

◆ 体験型防犯教室［ＢＯ
ぼ う

－ＫＥＮ
け ん

あいち］の取組について 

愛知県警では、平成 27年度に、子どもを守るための総合的な安全対策として、子ども自

身の自己防衛能力や危機回避能力の向上と子どもを指導するボランティアの育成を図るこ

とを目的として、「子ども防犯体験学習プログラム」を作成し、模擬の街並みなどの施設を

使用した日本初となる体験型防犯教室［ＢＯ－ＫＥＮあいち］を開催された。 

この名称は、「子ども防犯体験学習プログラム」の防犯の「防」と体験の「験」から１

文字ずつ取り、また、アドベンチャーという意味の冒険をかけてつけたそうである。 

県警では、プログラムの考案について、まず、分析と意識調査の結果に基づき、体験場

面を道路と公園とすることに決定された。また、学習項目については、発見・判別行動（見

る・見分ける）、回避逃走行動（走る）、拒否・抵抗行動（叫ぶ）、闘争行動（かみつく）

の４つの基本行動と共助行動（友達と助け合う）とされたとのことである。 
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次に、開催に向けての準備として、道路と公園の場面に分け、施設図面の模型を製作す

るとともに、小学生用と指導者（保護者・教員）用のテキストを作成したとのことである。 

さらに、建築学、心理学、法律学の学識者などで構成する有識者会議を開催し、施設内

容や施設におけるシナリオ内容などについて検討を行い、また、ボランティアスタッフ養

成講座を開催された。 

そのような準備を経て、名古屋テレビ塔に体験室などを設置し、約２週間の期間を設け

て、［ＢＯ－ＫＥＮあいち］が開催され、135名のボランティアと30名の警察官が従事する

なか、1,840名の小学生と924名の大人（保護者及び教員）の参加者があったとのことであ

った。 

 参加者へのアンケート実施結果からは、ほとんどの参加者から、「また行きたい」、「参加

して良かった」、「今後も開催する必要がある」という意見があったそうである。 

 しかし、課題として、多額の経費や多くの貴重な人員（警察官）の確保が負担となった

ことが挙げられ、今後は、学校等の既存施設を使用し、警察官ではなくボランティアが主

体となった運営を行っていきたいとのことであった。 

 その他には、マクドナルドの体験教室とのタイアップや企業のＣＳＲ活動による防犯絵

本の製作など多様な取組も進めているとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・教育庁、知事部局との連携について 

・ボランティアの育成について 

・既存施設の活用について 

・企業とのタイアップに至るマッチングの方策について 

・効果的な広報について  など 

  

 

３ 藤枝市議会（静岡県藤枝市） 

◆ 民間活力を導入した公的資産活用の成果について 

藤枝市では、人口減少による税収の減少に伴い行政サービスが維持困難になることや、

高齢化に伴い交通弱者が増加し郊外型施設の利用が困難になることに対応するため、集約

型都市構造（コンパクトシティ）への転換を掲げ、平成 20年から「藤枝市中心市街地活性

化基本計画」を策定し、中心市街地活性化事業を推進してこられた。 

計画推進に当たっては、民間の資金・アイデア・ノウハウなど民間活力の導入を基本と

して、「官民連携による拠点づくり」を市有地活用により行ってこられた。 

なかでも、平成７年に市立総合病院が市内高台に移転したことに伴い、藤枝市駅前に立

地するという病院跡地の利点を生かした「藤枝市周辺にぎわい再生拠点施設整備事業」が

中核事業である。 

事業の目標は「公共文化・学習施設と民間施設の複合化によるにぎわい創出と中心市街

地活性化の拠点形成」で、開発の条件は、娯楽、ショッピング、飲食等の都市サービスを

担い、市の都市イメージ向上に寄与する施設の導入を行うとともに、市民要望の高い図書

館を設置というものであった。事業スキームは、民間活力の導入により図書館を含む官民
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複合施設を整備し、市が民間事業者に土地を貸し、民間事業者が建設・所有する商業施設

の床を市が借りて図書館を運営するというものである。この事業スキームにより、市単独

整備の１／２の財政支出での図書館設置が実現したとのことであった。また、賃料支払い

により初期負担がなく、財政支出が平準化されたとのことである。さらに、施設整備費に

は経済産業省の補助金、土地取得費には総務省の土地開発公社経営健全化債、図書館部分

の用地再取得には国土交通省の交付金、など様々な補助金等を活用し、市の財政負担を軽

減された。事業全体の総事業費は43億円で、地上５階建、延床面積20,000㎡に店舗、シネ

マコンプレックスと市立図書館を併設し、駐車場は470台収容となっています。図書館は、

面積3,300㎡に30万冊を所蔵し、年間来場者は40万人に達したとのことである。 

藤枝市では、「官民連携による中心市街地のまちづくり」をコンセプトに、ＰＰＰやＰＦ

Ｉなどの推進手法を駆使し、今後も「民間活力の導入」を推進していきたいとのことであった。 

  

【主な質疑】 

・中心市街地以外の活性化対策について 

・公共交通対策について 

・高齢者対策について 

・コンパクトシティの位置付けについて 

・投資を行う際の「商圏」のとらえ方について  など 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明を受けた後、図書館内を視察した。 

 

 

４ 静岡県警察本部（於：静岡県議会（静岡県静岡市）） 

◆ 関係機関と連携した人身安全関連事案への取組について 

 静岡県警では、人身安全関連事案について、県警本部生活安全部に人身安全対策課を設

置し、課員 63人が 24時間体制で、県内 27警察署からの速報について分析し、警察署へ支

援をするなど、取り組みをすすめているとのことである。 

 静岡県内でのＤＶ認知件数は平成 27 年に 760 件と過去最高を記録したが、平成 28 年に

は 684 件と減少した。また、検挙件数は平成 27 年の 225 件から平成 28 年の 480 件と倍増
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し、しっかりした対処を行い、警察の介入により９割の事案は解決に結びついたとのこと

であった。 

 静岡県内での傾向であるが、当事者の外国人比率（双方又はどちらかが外国人）が全体

の９％となっており、その内訳については、男性はブラジル人が、女性はフィリピン人が

多いとのことであった。   

また、被害者については、全体の 98％が女性で、パートナーからの暴力や経済的な虐待

が繰り返されるケースが多いとのことである。 

 そうした中、同県警は静岡県弁護士会と平成 28年７月に「人身安全関連事案にかかる被

害者の安全確保及び問題解決のため、相互に必要な協力を行う」覚書を締結した。 

 覚書では、相談者等が、同県弁護士会の関与による問題解決を希望し、かつ情報提供に

同意した事項について、同県警から同県弁護士会へ情報提供を行い、人身安全関連事案に

かかる被害拡大防止等について、同県警と同県弁護士会で鋭意協議を行うこととしており、

本格的な実施は、平成 29年４月からとのことである。 

 ストーカーについては、認知件数は平成 26年をピークに減少しつつあるが、対策は強化

しており、禁止命令、警告の件数は平成 28年に過去最高となっているとのことであった。 

 ストーカーの加害者は加害の自覚がないケースが多く、被害者対策だけでなく、加害者

に対する医療機関のカウンセリングなど､加害者対策も必要だそうである。 

 児童虐待については児童相談所との連携を強化したところ、認知・通告件数ともに、平

成 28年は激増したとのことである。 

 今後も合同研修会や合同での模擬立入訓練などを実施し、県警と児童相談所の連携を強

化していきたいとのことであった。 

 

【主な質疑】 

・教育機関との連携について 

・伝承官の役割について 

・医療機関の相談体制について 

・弁護士費用の負担について 

・ストーカー加害者へのカウンセリングの効果について  など 
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④ 管内調査（平成 29年４月 27日（木）） 
 

1 公益財団法人京都府国際センター（京都市下京区） 

 ◆ 京都府国際センターの取組について 

  京都府国際センターは、広く府民、市町村、民間団体等との連携・協力を図り、多文化

共生の社会づくり並びに府民の国際交流及び国際協力など地域の国際化を進める取組を

積極的に推進することによって、21 世紀の京都府の人づくり、文化の振興、地域の活性

化を図るとともに、世界の平和と繁栄に寄与することを目的として平成８年７月に設立さ

れた。 

京都府国際センターの主な事業内容は、多文化共生の地域づくり、日本語学習支援、災

害時外国人支援、外国につながりを持つ子どもに関わる取組、外国人留学生との共生推進、

国際理解・国際交流、国際協力の推進等である。 

調査当日は、京都府国際センターから、府内に 18 カ所存在する日本語教室に係る説明

や、京都府内の留学生の就職支援に係る説明などを伺った。 

平成 28 年 10 月には活動拠点を京都駅ビルからメルパルク京都（京都駅前）に移され、

これまで以上に府民に身近な多文化共生拠点として、京都の更なる国際化に向けて取組を

進めていくとのことであった。 

 

 【主な質疑】 

  ・京都府国際センターの一日の利用者数について 

  ・言語別の通訳者数について 

  ・ジョブパークとの連携状況について 

  ・ＪＩＣＡとの連携状況について 

  ・留学生向けの就職先の情報の入手方法について 

  ・留学生の就職先について など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府国際センターから説明を受けた後、センター内を視察した。 
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委員会活動のまとめ Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

林 正樹 委員 

 中川委員長、石田、酒井両副委員長をはじめ、委員の皆様、理事者の皆様、そして事

務局の皆様、また警察の議会担当のお二人には、この１年間大変お世話になりまして、

誠にありがとうございました。 

 総務・警察常任委員会は、所管事項の幅広さ、また次

から次へと起こってくるさまざまな諸課題への対応、そ

して京都の未来を開くための取組も含めまして、多岐に

わたるテーマ・事業を所管することを改めて認識いたし

ました。 

 この１年間を振り返りますと、閉会中の常任委員会で

は、谷口参考人にお越しいただいて新地方公会計制度の

導入に関する説明と意見交換、そして管外調査で愛知県

での同制度活用状況の調査などをさせていただきまし

て、大変勉強になりました。今後、同制度の導入を踏ま

えた府民への透明性の確保、説明責任の強化、行政経営

の観点からの具体的な活用、監査のあり方も含めまして、さまざまな取組をしていただ

かなければならないと思いますし、そのような点での取組強化をお願いしたいと思って

おります。また、平成 28 年度決算から適用されるという意味では、議会サイド、私も

しっかりと勉強していかなければならないと改めて思っています。 

 ＩＣＴなどの飛躍的な技術革新やＳＮＳの普及等、新しい時代を迎える中、京都スマ

ート情報化プランなど、積極的な取組もしていただいておりまして、私も関心を持って

いるところでございます。管外調査でお伺いしたＮＰＯ法人横浜コミュニティデザイ

ン・ラボのオープンデータを活用した官民共同による先進的な取組は、同団体の活動形

態の斬新さとも相まって、大変に感銘を受けた調査でございました。同様に、茨城県の

ネット広報戦略「いばキラＴＶ」の取組も、遊び心やおもしろさも兼ね備えながら、県

の情報をインターネット動画配信を通じて特に若い世代に発信するという意欲的な取

組でありまして、これも印象深いものであったというふうに振り返っております。 

 京都府警本部は、ＧＩＳに基づく交通事故分析システム、そしてまた予測型犯罪予測

システムなど、まさに先進的な取組をしていただいておりまして、評価しているもので

あります。 

 管外調査で学んだ愛知県警本部の「体験型防犯教室『ＢＯ－ＫＥＮあいち』の取組」

は、子ども自身の自己防衛能力や危険回避能力を、体験などを通じて培うというもので

ありまして、これは、前年の管外調査で学んだ、兵庫県警本部の「少年のインターネッ

ト安全利用に向けた総合対策」でも思いましたが、能動的な学習、アクティブ・ラーニ

５月臨時会の委員会（平成29年５月17日開催）において、各委員から、１年間の「委

員会活動のまとめ」として、本委員会の所管事項に関する総括的な所感や、意見・要

望等の発言があった。 

以下、その内容を発言順に記載した。 
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ングの取組を通じまして子どもたちの学習能力や効果を高めていく取組でありました。

さまざまな府民への啓発活動につきましても、こうしたアクティブ・ラーニング等の手

法も参考にしながらぜひ進めていただきたいと思っております。 

 また、これは昨年の締めくくりでも申し上げましたけれども、警察につきましては、

この１年間、府民の命、そして安心・安全を確保するために全力でお取組いただきまし

たことに、一府民として、また議員として改めて心から感謝申し上げます。 

 いずれにしましても、総務・警察常任委員会は、本当に大きなテーマを抱え、大事な

事業をしっかりと扱っていただいておりまして、私もこの１年間の委員会で学んだこと

をしっかりと今後の活動に生かしてまいりたいと思いますので、今後ともどうかよろし

くお願いいたします。 

 この１年間、大変お世話になりまして、ありがとうございました。 

 

片山 誠治 委員 

 １年間、中川委員長及び石田、酒井副委員長をはじめ、委員の皆さん、大変御苦労さ

んでございました。また、総務部、企画理事、知事直轄組織、政策企画部等の理事の皆

様方には本当にお世話になりました。そして、警察本部の石川公安委員長、坂井警察本

部長及び警察組織の理事の皆様方には、いろいろな数字をあらわしていただきまして、

警察が取り組まれている現状課題なり、大変的確な御答弁を賜りまして、まことにあり

がとうございました。 

 私、実はこの総務・警察常任委員会ははじめての配属でありまして、いかにこの範囲

が広いかということをつくづく感じさせていただきました。 

 特に警察では、今、刑法犯の認知件数も減っておりま

すし、重要犯罪、また青少年の非行の認知件数も減って

おりまして、大変現状がわかり、安心・安全のために大

変御努力いただいているということもお聞かせいただ

き、安心をしたところであります。 

 ただ、一点気になることは、今、ストーカー、ＤＶ、

また児童虐待等の認知件数が増えておるというところ

で、なかなか民民の話で警察が入りにくい部分等はござ

いますけれども、犯罪が凶悪化しないように、より一層

日々の警察活動に御尽力いただき、府民の安心・安全の

ために御努力いただきますことを切にお願いすること

であります。 

 それから、特に私は商売人でありますので、同志社大学の真山先生に来ていただき、

府有資産利活用について勉強させていただきました。このような時代でありますので、

30 年・50 年先を見据えようとしても、なかなか先の状況がわからない。といって、財

政的に、要らないと言ったら語弊があるかもしれませんけれども、できるだけその府有

資産を少なくし、またできるだけ売却して、財政に余裕が出てくるような努力というの

も一つの考え方であろうと思います。そういう意味も含めて、総務部の財政課等は、こ

の厳しい状況の中で努力をいただきたいと思っております。 
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 先ほどの報告事項にありましたように、いろいろな施設の耐震診断をすると、どうも

耐えられないというような状況の中で、府有資産を売却しながら建てかえなり耐震補強

をしていき、またあるものを有効的に使っていき、できるだけ財政に負担のないように、

無駄なものは売却して、それを一つでも財政の余力にしていくということも今後考えな

ければならないと思っております。 

 また、昨年度は私の地元で「森の京都」を開催していただきました。「海の京都」「森

の京都」、今年度が「お茶の京都」ということですが、一年だけのイベントで終わるの

ではなしに、ＤＭＯを設立して、地域の人が潤うような、それがまた継続的に続くよう

な仕組みを今後もしっかり考えていただくなど、地方が廃れていくことに少しでもブレ

ーキをかけて、もう一度地方に光が当たるような施策に結びつけていただきたいという

ことを切に願うわけであります。 

 大変多岐にわたり、本当にまだまだ不勉強な部分がありました。我々も今後しっかり

と勉強し、また各理事者におかれましては府民の皆様方のためになるようにより一層御

努力いただきますことをお願いいたしまして、私のまとめとさせていただきます。大変

お世話になりました。ありがとうございました。 

 

植田 喜裕 委員 

 中川委員長をはじめ、両副委員長あるいは委員の皆さん、本当にありがとうございま

した。また、理事者の皆さん、本当に１年間ありがとうございました。 

 私は、管内外調査にほとんど出席できませんでしたこと、まず冒頭おわびを申し上げ

たいと思います。ただ、行かれた皆さん方の資料等々を見ておりますと、すばらしい勉

強をされたのではないかなというふうに思っていますし、私自身もいい勉強をさせてい

ただいたことを心から感謝申し上げたいと思います。 

 まず、警察でございます。 

 警察署の再編、交番の新設や警察官の充実を図っていただいておりまして、犯罪等々

が激減、あるいは交通事故が減っているということで、そういう意味では、皆さん方の

お取組に心から感謝を申し上げたいと思っております。 

 ただ、新たな問題といいますか、新たな課題がまた出てきているのも事実でございま

す。例えば、その一つが民泊問題ではないかなというふうに思っています。これは所管

ではないかと思いますが、総括的にやっていただいておりますのであわせてお願いをし

ておきたいと思います。 

 今、私の事務所に持ち込まれる相談のうち、８割方が民泊問題です。京都市内の民泊

の場所を示した地図を持参されて、「先生、今こういう状況です」と。ところが、１週

間後の民泊の状況を同じ地図で見ていますと、その地図から消えているものがたくさん

あります。これは一体何だろうと思いながら見に行くと、違う業者に変わっているとい

うようなことでした。間もなく新しい法律ができ上がりますので、それに向けての新し

い条例を、厳しい条例をぜひ京都府でつくるお取組をいただきますようにお願いを申し

上げたいと思っております。 
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 例えば、中京区において、不法な案内所あるいは客引

き等々が横行しておりました。客引き等はまだ少しは見

受けられますけれども、本当に皆さん方の真摯なお取組

で、あるいは地元の皆さんとの協調によってのお取組で

減っていることも確かでございますので、引き続きお取

組をいただきたいと思っています。 

 もう一つは、自転車のマナーです。 

 今、私は中京区で住まいしておるんですが、自転車が

昼夜走り回っております。また、私自身もほとんど自転

車で活動しているのですけれども、ニアミスや自動車に

当たりそうなこと、あるいはもう堂々と両手を放しての

運転や傘差し運転等々、いまだに目に余るものがありま

す。これも皆さん方には取組を続けていただいているのですけれども、引き続き厳しい

取組をしていただきますようにお願い申し上げたいと思います。 

 それから、これはここで質問させていただいたんですけれども、小さなことかもわか

りませんが、「ゾーン 30」というのができています。三条通です。信号が取れました。

これは、今、交通面では非常にスムーズに交通ができております。ただ、小学校の校長

先生にお聞きしますと、信号がないことによって子どもたちの登下校が心配であるとの

ことでした。小さなことですけれども、そういうところにもぜひ目を向けていただける

とありがたいと思っております。引き続き警察のお取組をいただきますようにお願いを

申し上げたいと思います。 

 それから、本当に皆さん方が御活躍をされて、林田知事の誕生以来、「南北の協調あ

る発展」ということで荒巻府政、そして現在の山田府政へとつないでいただきました。

先般も京都縦貫道が開通して京都の津々浦々まで交通網が敷かれたということで、物流

も人的な交流も深まって、「海の京都」あるいは「森の京都」、またこれから行われま

す「お茶の京都」への弾みもついているのではないかと思っています。これは、京都府

の発展にもつながっていくものと私は確信をいたしておりますので、これからも引き続

き取り組んでいただきたいと思います。 

 所管は違うかもわかりませんけれども京都府の隅々にまで関心を持って、京都府政に

は取組をいただきたいということが多々あります。 

 その一つは、限界集落です。この言葉は嫌いなんですけれども、この数もだんだんふ

えてきているのではないかと思っていますし、私が生まれ育った集落も多分あと 10 年

もすれば人口が激減するのではないかと思っております。 

 自動車の運転一つとりますと、例えば、今、認知症や高齢者の皆さん方に「ぜひ免許

証の返還を」ということを推進していただいているのですけれども、こういう地域は 

自動車が重要な移動手段になっています。南山城村野殿いう地域が私の生まれ育ったと

ころなんですけれども、１週間に１度だけ村からのバスが運行いたしております。朝迎

えに来て、帰りに送ってきていただくということで、バスがなければなかなか生活が難

しい地域でございます。そういうことを加味しながら、ぜひ村と、あるいは市町村と協
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調していただいて、こういう大変生活がしにくい場所にも目を配って、ぜひお取組をし

ていただきたいと思います。 

 一例を申し上げますと、今、京都府では約 1,000台のＡＥＤが整備されているのだそ

うでございます。そのうち、京都府相楽郡南山城村には、実は３カ所しか設置されてお

りません。高齢化が進んでいる地域にＡＥＤがあるかといえば、ないんです。所管が違

うかもわかりませんが、こういうことにもぜひお取組をいただけるとありがたいと思っ

ています。 

 それから、いつも申し上げておるんですけれども、京都府の水道完備率は 99.7％です。

しかしながら、0.3％、約 3,500 世帯が今なお谷水、それから井戸水を使用して生活さ

れております。平成 18 年に、「完備率は全国でも有数です」という説明を受けました

ので、「じゃ、整備されてないところはどれだけあるんだ」とお聞きすると、約 4,500

世帯でございました。「水質検査はしていただいていますか」とお聞きしますと「して

いません」ということで、「じゃ、してください」とお願いしてやっていただいたら、

４検体は飲めない水を飲んでいたということがございました。今はそんなことはないか

というふうには思っておるんですけれども、まだ水道が完備されていない、社会資本が

整備されていないところも京都府内にはあるということを頭にとどめていただきたい。

「南北の協調ある発展」ということを言われております。京都府政においてはそういう

ところにも目を向けていただいていると思うんですけれども、これからも引き続き向け

ていただけるとありがたいなと思っておりますので、ぜひ皆さん方にお願いを申し上げ

ておきたいというふうに思っています。 

 以上です。この１年、本当にありがとうございました。 

 

小原 舞 委員 

 中川委員長、石田、酒井両副委員長、委員会の皆様、そして理事者の皆さん、更には

職員の皆様にもこの１年間大変お世話になりまして、ありがとうございました。 

 私もこの総務・警察常任委員会というのは初めての経験で、まず総務に至っては、幅

広く、さまざまな諸課題に取り組むということで、大変な学びとなりました。その中で、

平成 28 年度の委員会のさまざまな審査、そして管内・管外調査を含めて、「広域化」

であったりとか「一体的」ということがキーワードではないかなと自分なりに感じてお

りました。 

 私の地元は舞鶴市ですが、このたび本庁機能の移転という形で港湾局が開所されまし

た。京都舞鶴港は、コンテナ取扱量も過去最高、１万ＴＥＵを超えて、そしてクルーズ

船も今年は 40 回寄港するということです。本日も、ブレーメンとコスタ・ネオロマン

チカ、２隻同時寄港されて、山田知事には歓迎訪船にもお世話になっているところであ

ります。 

 こういった中で、京都舞鶴港というのは、いわゆるコンテナやクルーズ船だけでなく、

観光やエネルギー拠点、更には産業立地、さまざまな要素も含んでおりますので、各部

署・関係もあると思いますが、即応力や総合力、そして先ほど申し上げた一体的な運営

をこれからもぜひよろしくお願い申し上げたいところであります。 
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 更に、「海の京都」「森の京都」、そして「お茶の京都」。これは広域化、広域力と

いうことになると思いますが、「海の京都」に至っては「海の京都ＤＭＯ」が発足いた

しまして、北部５市２町の複数の観光協会が一体となった組織というのは全国初の取組

ということで大変期待されます。しかし、今後の展開の中では、地方創生の交付金が切

れた後も含めて、官民一体となって地元企業の育成・自立につなげていくことが重要な

ところだと思っております。新たな観光商品の開発、またビジネス面では「３つの京都」

の中でまず先行して海の京都ＤＭＯが発足しております。まさに北部から新たなビジネ

スを発信していけたらと思っておりますので、私も尽力してまいりますが、今後ともさ

まざまな面でよろしくお願い申し上げたいと思っております。 

 閉会中の常任委員会の中で大変記憶に残っております

のが、「『コミュニティ・コンビニ』のモデルづくりにつ

いて」という調査がございました。先ほど南山城村のお話

もございましたが、この間、道の駅がオープンして、ゴー

ルデンウイーク中も大渋滞になって、大好評というような

ニュースも流れておりました。北部、そして南部も含めて、

過疎地域、高齢化、こういった部分への対応が非常に重要

となってきております。このコミュニティ・コンビニはモ

デル事業として京都府下４カ所で実施されているという

ことですけれども、先ほどもありましたが、交通の便、病

院へ行くにも買い物へ行くにも足がないということにど

のように対応していくか。また、ＡＩとかタブレット等々

の利用のお話もこのコミュニティ・コンビニの御報告の中でございました。さまざまな

先進事例も含めて更に調査・研究をしていく中で、過疎地域、生まれ育った地域で安心

して暮らしていける、老後の生活も想定していけるような京都府になってほしいと思っ

ているところでございます。 

 次に、警察についてでありますけれども、年頭視閲式、交通事故防止府民運動スター

ト式などの委員会調査に参加させていただきました。今回この委員会に所属させていた

だいて、大変警察を身近に感じ、そして地域の方、ボランティアの方、学生の方と一体

となって安心・安全に取り組んでおられるいうことを実感させていただきました。 

 その中で、委員会でも質問させていただいた部分ではありますけれども、やはり子ど

もと女性を守るという視点。先ほども児童虐待件数が増えてきているとありましたが、

ＤＶ被害やストーカー事案、こういった弱い存在をどうやって守っていくか。また、子

どもに関しても大麻所持の低年齢化という問題があります。刑法犯の認知件数は皆様の

御尽力で年々減ってきてはおりますが、こういったことにいかに取り組んでいくかが更

に重要だなというふうに感じさせていただきました。 

 今回、地元の行永においては「平安なでしこ交番」に建てかえされたところでありま

す。先ほど申し上げた子どもと女性という視点からも、女性の被害者の方、また不安に

思っている方にとっては女性同士で話しやすいという部分があります。もちろん女性の

活躍推進ということから女性職員の方々の働く環境の整備も含めて、さまざまな観点か

ら更に一層進めていただきたいと思っております。 
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 この間、この交番の開所式に参加させていただいて、「新しい建物ができて、地域で

はどのような受けとめ方がありますか」とお伺いしたところ、近所の子どもさんがトイ

レを借りに来たと。正直、交番とか駐在所というと、何かがないと立ち寄ったらいけな

いのかなというようなイメージがありますけれども、子どもさんや高齢者の方も含めて

地域の方々が集まれる、そういった身近な存在になることが犯罪の抑止であったり、そ

して、今、特殊詐欺被害も多いですけれども、そういったことの情報伝達にもつながる

と思いますので、身近な警察、また安心・安全をより一層進めていただけたらと思って

おります。 

 以上でまとめを終わらせていただきます。１年間、本当にありがとうございました。 

 

島田 敬子 委員 

 中川委員長、石田、酒井副委員長をはじめ、委員の皆様、理事者、事務局の皆さん、

大変お世話になりました。ありがとうございます。 

 私自身が本委員会で取り上げた問題で２つのテーマに絞って、とりわけ地方自治体の

あり方を問うという点で指摘と要望をさせていただきたいと思います。 

 骨太方針のもと、公的サービスの産業化が国でも進められておりますし、本府でも「行

政の効率化」の名で京都府職員の削減や出先機関の統廃合、そしてＰＦＩ等の民間手法

を大規模に導入する流れが強められております。とりわけ、公共事業の発注業務から雇

用、福祉などのソフト事業まで、プロポーザル契約で民間事業者に丸投げするのが当然

のようになっている問題を繰り返し指摘させていただきました。専門的技術職員の削減

と際限のない民間委託の拡大は、現場対応能力の低下による災害対応のおくれ、発注業

務のおくれによる府民公募型公共事業の積み残しに見られる等、府民サービスの低下と

してその弊害があらわれてきておりますし、各種施策における行政の主体性がどんどん

失われていく現状は大変問題であると考えております。 

 そもそも公共サービスの民営化、アウトソーシングは

民間企業の利益確保が目的でありまして、経済界や民間

事業者にとっては好ましい事態ではあっても、地方自治

体におきましては、地元の地域経済の活性化という点で

も、また地産地消などの取組等でも大きな矛盾を広げ、

結果的には税収を減らしてしまう、あるいは地域の消費

購買力が低下するという問題も指摘をいたしました。 

 経済界の利益保証のために公共サービスの担い手の非

正規化が加速して、京都府の職場の中における非正規雇

用化とともに、民間業者の非正規雇用化も広がるという

ことも問題として指摘をさせていただきました。正規雇

用化に取り組むという京都府の取組もあるわけですけれども、こうした点にも逆行する

動きであるということで重ねて指摘をしておきたいと思っております。 

 このことは、平成 27 年度の京都府包括外部監査におきまして指摘をされておりまし

た。「事務事業の外部委託の現状と今後について」というテーマで実施された結果報告

ですが、事務事業の外部委託を人件費を中心とした現状の経費に比して支出が軽減され
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るという視点のみで進めると、外部委託料を不当に下げることによって外部委託事業者

もしくはそこで働く人々に過度の負担が強いられたり、あるいは安い外部委託料に見合

った、質の低いサービスしか提供されないことなどが考えられるということで、効率化

を進めつつもサービスの質の向上を図るという視点が必要ではないかという包括外部

監査人の指摘でございました。 

 この問題では、理事者から、公契約大綱を定めて、労働基準法をはじめ、法規の遵守

を契約相手側にも求めている、あるいは各部局でそれぞれやられていった部分を少し統

一的な運用の仕方で進めていくと。それは、プロポーザル契約の適否や公表の仕方、そ

ういったものも統一的に運用していく方向で改善をしていきたい等々の答弁もいただ

いたところであります。マニュアル等もできましたけれども、引き続き検証もしながら

改善をお願いをいたしたいし、住民の暮らしや地域経済の実態を京都府職員が自ら把握

をし、求められる施策は何かをつかみ、これに応える努力をお願いしたいと思っており

ます。 

 また、多くの職員の皆さん方も、本来行政の責任において直営でお仕事をきちんとや

りたいという方も多いと仄聞しておりますが、私たちとしては、自治体本来のあり方に

立ち返って、京都府職員の計画的な増員を行って、必要な人をきちっと現場に配置して

いくという方向でお取組をいただきたいと思っております。 

 この点において、第２点目ですが、京都府職員の定数条例の一部改正の条例案が提案

され、可決されたことはとても重大な問題だと思います。20年にわたって職員定数 5,015

人が維持されてきましたが、正職員の削減と非正規職員への置きかえが進められ、定数

に比べて正規職員が 1,000人少なくなりました。災害対応等に支障を来したことにとど

まらず、長時間過重労働が常態化していることは問題ですが、この定数削減が削減され

た職員の実態に定数を合わせるというものでありました。超過勤務の是正あるいは児童

相談所の体制強化のため等を理由に、千葉県が 210 人、滋賀県では 10 人等の職員増に

踏み出そうとしている中で、本府の動きは逆行するものであると指摘をしておきたいと

思います。 

 児童虐待の急増に対応するための児童相談所、家庭支援総合センターの人員増を求め

ておりましたが、２名増やされましたものの、まだまだ不十分であり、さらなる体制の

強化が必要です。それから、土木事務所についても若干の増員があったようですけれど

も、施設の長寿命化の取組と、また災害対応強化等にも必要な増員を要望しておきたい

と思っております。 

 12月定例会では、職員団体が昨年６月から毎月継続して取り組んでいる超勤実態調査

の結果について紹介をし、改善を要望いたしました。月 100時間以上の超過勤務や平日

の睡眠時間が４時間未満の方など、過労死の危険を感じた職員が何人もおられて、超過

勤務ありきの業務量、休日出勤をしないと回らない現状、深夜残業の常態化など、京都

府の職場はどこも慢性的な人手不足であるという声が上がっておりました。職員長から

主幹級以下の全ての職員に対してアンケート調査を実施されていることや、月 100時間

超えの職員と２カ月以上連続して 80時間超えの職員が平成 27年度では実人員で 149人

あったとの報告もございました。引き続き実態を正確に把握するとともに、職場や部署

単位で分析したり、ストレスの多い職場からしっかりと分析をして、その結果をもとに
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当該部署の業務内容、労働時間などの情報とあわせて客観的に評価して、適切な人員配

置を求めておきたいと思っております。 

 公務でも民間でも過労死、過労自殺を根絶して人間らしく働けるよう、本当の意味で

の働き方改革が求められております。労働時間は一日８時間、週 40 時間は大原則で、

それを超えるには災害その他避けることのできない事由によって臨時の必要性がある

場合などに限られているにもかかわらず、人手不足や自己申告任せで長時間労働が横行

している実態を京都府の職場でも改善をしていただくよう求めておきたいし、この際、

地方公務員職場にも労働時間の上限規制を法律で規制するよう求めてはどうかと、これ

は提案しておきたいと思います。 

 また、1,200 人を超える臨時職員・非常勤職員・嘱託職員の賃金・労働条件の改善を

要望してまいりました。この間、職員の賃金が日額 200円、月額 4,200円アップされた

とのことでありますが、さらなる改善を最後に強く要望して、まとめとさせていただき

ます。 

 ありがとうございます。 

 

小巻 實司 委員 

 よろしくお願いします。ありがとうございました。 

 皆さんから話があったとおり、中川委員長さんをはじめ、石田、酒井副委員長さん、

御苦労さんでした。ありがとうございました。また、参考人の方も呼んでいただいて、

我々いい勉強になったんではないかなとも思っております。 

 それと、多分、案件 10件のうち、８件から９件は総

務の話やと思うんです。それにもかかわらず、総務と

警察が一緒やということで、公安委員長さんをはじめ、

坂井本部長には、役に立たんことはないとは思います

けれども、そういう話にも全部おつき合いしていただ

いているわけなんです。実のところね。で、部長さん

自体も、皆さんも御存じのとおり、皆２列目に並んで

もうてるわけですな。いろんなことがある関係上、実

現はなかなか不可能やとは思うんですけれども、でき

たら警察は警察、総務は総務というような形にできる

ように。まあ、これは私らも一所懸命やりたいなと、

こういうように思っております。私、警察の皆さんに

は本当に頭が下がりますわ。御苦労さんでした。ありがとうございました。 

 それと、うちの地元の話ですが、皆さんにはもう何回も話をしているんですけれども、

七条署の跡地の京都駅前運転免許更新センターがむちゃくちゃ評判がいいわけなんで

す。本当に。これを批判する人は誰もおらんわ。行った人が皆感心しよる。何と早いこ

としてくれるし、行政のこういうところにしては珍しいと。 

 この間も、物すごいうれしかったんが、個人タクシーに乗ったんですわ。ほな、個人

タクシーのおじさんが「こんなええもんができて、物すごうよろしいねや」ということ

を言いよったんですわ。「ええやろ。私もええと思うとんねん」と。ほな、その方がこ
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ういうことを言うてくれたんや。「これ、小巻という議員がしよったんや」と。いや、

ほんまそう言うてくれてん。「おっちゃん、わしや、わしや」と言うてね。そういう笑

い話をしたんですけれども、それぐらい評判がいいわけですわ。大体そういう警察関係

でそんなサービスがいいこと自体が本来から言うたらおかしいかもわからないんです

けれども、せやけど、行った人に聞いたら、悪く言う人は誰もないですわ。ひとつこれ

からもそれは継続して頑張ってやっていただきたいと、こういうように思います。本当

にいろいろ勉強させていただきました。 

 それと最後に、私、いつも思うんですけれども、事務局がこんな立派な冊子をこしら

えるわけですわ。これをこしらえるだけでも大変ですわ。実のところね。私は事務局に

も頭が下がると思います。 

 本当に１年間いろいろ勉強させていただきまして、ありがとうございました。また今

後ともよろしくお願いします。本当に御苦労さんでした。ありがとうございます。以上

です。 

 

前窪 義由紀 委員 

 中川委員長さんをはじめ、石田、酒井両副委員長、委員の皆さん、そして理事者の皆

さん、また事務局の皆さん、１年間大変お世話になりましてありがとうございました。

１年間総務・警察常任委員会に所属させていただいて、さまざまな議論をしてまいりま

した。そのことを今後の私の議会活動にもしっかりと生かしていきたいと思っています

ので、引き続きよろしくお願いしたいと思います。 

 まず、総務に関わることを触れておきたいと思います。 

 一部大企業に偏っているアベノミクスのもとで、京都の経済あるいは府民の暮らしと

いうのはなかなか厳しい状況が続いております。昨年度、本府は法人２税や個人府民税

の落ち込みで 190億円もの減額補正を余儀なくされたということです。京都府内の中小

企業のうち、赤字法人は７割に上るということや、労働者の賃金、これがなかなか上が

らないと。この間、建設労働者の設計労務単価が政府によっても毎年引き上げられまし

て、2012 年から 31.4％上がっております。しかし、実際その現場ではどうなっている

かといいますと、4.8％しか上がっていないということが京建労の調査でも明らかにな

りまして、これは本当に何とかしなければならないと思っています。 

 今、必要なのは、持続可能な地域を目指して中小企業をしっかり支援する、労働者の

賃金水準を引き上げる、こうしたことで府民の家計を温めていくと。地域にお金が循環

する、そういう地域経済をつくっていかなければならんかなということを強く感じまし

た。そのことが本府の税源涵養、税収増につながっていく大もとだと思っています。今、

必要なのは、そのための対策をしっかり打つことだと思います。中小企業地域振興基本

条例をつくるとか、公契約大綱を一段強化していただいて賃金条項も盛り込んだ公契約

条例へと発展させていく、こういったことが自治体でやれる対策として現実的だと思い

ますので、他の部局ともしっかり連携して努力をしていただきたいと思っています。 

 それから次に、府政運営の問題です。これは先ほど島田委員からもありましたけれど

も、この間の職員の大幅削減、そして指定管理者や独立法人化、あるいはＰＦＩの導入

など、さまざまな手法によって直接行政が弱体化してきているのではないかと思ってい
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ます。災害時の職員体制、中でも技術職員の不足は、現場対応等、災害復旧などに支障

を来しているということであります。また、府民の安心・安全にも大きく影を落として

いると思っています。その上、公的サービスの産業化を進めている安倍政権と一体とな

って事業の選択と集中、アウトソーシング、派遣会社頼みの府政運営、これが強まって

きているのではないかと思います。自治体本来の役割を発揮する、この体制が弱まって

きていると感じます。 

 一方、リニア中央新幹線や北陸新幹線の誘致など、財

政負担や環境破壊などを顧みないで大型公共事業を推進

すると、こういう府政の状況であります。今、人口減少

や高齢化が進む中、それに対応する福祉や医療施策の充

実、多発する地震や水害などの災害対応を強化すること、

それから公共施設の老朽化対策や地域の公共交通の拡

充・維持などが重要ではないかと思います。そのための

人員や体制の強化、それから予算の確保、こういったこ

とにしっかり努力していただきたいなと思っています。 

 また、地方創生の問題でも国の関連予算がつけばとい

うことで、最近はオリンピックに照準を合わせた対策が

いろいろ進んでいますが、これは特に観光中心で、しかもイベントが多くて、将来継続

した地域の発展につながるのかという声も出されております。３年なら３年、あるいは

１年なら１年、期限を切った事業だけで地域が潤うとも思えませんので、この点はしっ

かり検証していただく必要があると思います。 

 それから、この間、北部地域連携都市圏構想とか、南山城村、笠置町と三重県伊賀市

を中核都市とする定住自立圏構想が進められておりますけれども、一方では、地方の切

り捨てや、さらなる市町村合併や道州制への道を開こうという狙いがあるだけに注意し

なければならんというふうに思っています。府内の自治体がそれぞれの地域に責任を持

って、住民の暮らしを守るという自治体本来の役割を発揮できるようにしっかり支援す

るのが本府の役割だと思います。小さな自治体であっても、自立して、頑張って暮らし

を守るとりでになれるよう、引き続きの努力をお願いしたいと思います。 

 それから、警察については、災害救援の活動だとか、九州の暴力団に対する取り締ま

り強化などへの支援とか、さまざまな形でまさに命を張って頑張っていただいている。

そういう中での苦労を見ているだけに、引き続き、住民の命や暮らしを守るためにしっ

かり体制強化をして頑張っていただきたいと思っています。 

 そんな中で一つ感じたのは、交通安全対策の問題であります。 

 子どもたちの通学や歩行者の安全については、信号機やゾーン 30 といった交通安全

施設の設置を進めることなど、頑張っていただいているんですけれども、信号機の設置

要望がまだ数多く残されている。住民要望になかなか応えられないと、そんな状況もあ

るだけに、引き続き、予算の確保など、努力をしていただきたいと思います。 

 高齢者の交通事故防止のために、事故多発地域への対策や免許証の自主返納など、自

治体とも連携をして、引き続き促進していただきたいと思っています。 
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 昨年の大麻の押収、これが４倍強になっている。そして、薬物犯罪で逮捕・送検した

容疑者も過去５年間で最多となっているということでありました。大麻関連では未成年

者が前年比で倍増しているという問題、それから暴力団の資金源となっているというこ

とも大きな問題だと思っています。供給源を断つことや暴力団の関与については、徹底

的な取り締まりの強化という点で頑張っていただきたいと思います。 

 また、暴力団とのかかわりについては、府立医科大学絡みの事案もあることから、行

政のあらゆる場で徹底的に排除していくという強い姿勢、毅然とした姿勢が求められて

いると思いますので、そのことは、警察のみならず、府庁全体としてしっかり取り組ん

でいただきたいと思います。同時に、暴力団活動や抗争に府民が巻き込まれることのな

いよう、暴力団の根絶に向けた徹底的な対策強化も求めておきたいと思います。とりわ

け山口組と神戸山口組との抗争も新たな段階に入っているようですので、この点も注意

を払っていただきたいと思っています。 

 最後に、裁判員裁判対象事件と検察の独自捜査事件、逮捕・勾留中の容疑者の取り調

べの全過程の可視化が実施されることになっています。同時に、司法取引の導入も実施

されるというふうになっています。この司法取引については、虚偽の供述で無実の人を

巻き込む危険性、あるいは自白の強要につながる危険性が懸念されております。また、

通信傍受の対象犯罪も拡大され、通信事業者の立ち会いも不要になっています。ＧＰＳ

捜査を含めて、人権侵害やプライバシーの侵害にならないように、運用には慎重を期し

ていただきたいと、これは強くして指摘・要望しておきたいと思います。 

 これと関連して、現在、国会に上程されている共謀罪。これができれば、一層人権侵

害やプライバシー侵害に関わる範囲が広がっていくということです。今、安倍政権のも

とで「今週にも強行採決か」と言われていますが、そうしたことにならないように願っ

ているところでありますし、またそのために頑張りたいと思っている、そういう決意も

含めまして私のまとめとさせていただきます。 

 １年間大変お世話になりまして、ありがとうございました。 

 

西脇 郁子 委員 

 中川委員長、そして両副委員長、また理事者の皆さん、委員の皆さん、１年間本当に

お世話になりました。私もいろんな意味で勉強をさせていただいた１年間だと思いま

す。 

 先ほど他の委員からもありましたけれども、京都府内では暮らしと地域の疲弊が本当

に進んでいるなと実感をしております。同時に、北部の米軍レーダー基地、あるいは福

知山の自衛隊駐屯地の状況など、今、平和をめぐる環境も大きく変化しているもとで、

府民の皆さんの暮らし、そして安心・安全を守るための京都府としての役割が一層問わ

れているなということも実感しております。その立場でこの１年間質疑を行わせていた

だきました。 

 私が中心的に取り上げたのは、やはり京丹後の米軍レーダー基地問題、それから昨年

秋から新たに始まりました自衛隊の福知山の射撃場の米軍共同利用の問題でした。日米

ガイドラインの改定、そして安保法制の施行を受けまして、米軍のレーダー基地と福知

山駐屯地の共同利用が一層強化されているところです。 
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 レーダー基地につきましては、本格的運用から２年半で米軍、そして軍属が関係する

交通事故は、人身事故を含みまして現在 43件と聞いております。レーダーの騒音など、

住民の皆さんの安全を脅かし続けているという実態は変わっておりません。人身事故で

は、一昨年 12 月の事故処理については、地元の方にとっては極めて不本意な結果にな

っているということ、これは極めて残念だと思っています。 

 こういった事態を受けまして、これまで、安全・安心

対策連絡会での地元住民の皆さんの声や、米軍基地建設

を憂う宇川有志の会、そして京丹後市議会、府議会など

との共同した運動の中で、専用の交通標識、弁護士費用

の京丹後市の負担、ドライブレコーダーの設置など、一

定改善がされたところです。引き続き、京都府警本部、

そして地元警察とも共同した全米軍関係者の皆さんの

安全講習の徹底、それから集団通勤の徹底を府としても

強く防衛局に求めていただきたいと思います。 

 更に、安全・安心対策連絡会ですが、この運営につき

ましては、議事録の速やかな公開、傍聴などを求めてま

いりましたけれども、今後も引き続き改善を強く求めて

おきたいと思います。 

 知事は、米軍専用レーダー基地は他国からの攻撃を探知する、極めて武力行使とはほ

ど遠い施設だとこれまで答弁されておりましたけれども、Ｘバンドレーダー配備目的と

いうのは、中国あるいは北朝鮮の長距離弾道ミサイルから米国本土を防衛するためにア

メリカを攻撃するミサイルを弾道ミサイルで反撃することで、経ヶ岬と青森県の車力の

基地がその最前線基地になる危険性が今一層増していると言われております。その上

に、更にレーダー基地の拡張工事が今進められております。 

 これまでも北朝鮮は在日米軍基地を狙うということを公言していたわけですけれど

も、宇川の住民の皆さんの不安は大変なものだと思っております。京丹後市は府と連携

して避難訓練について検討しているということを最近お聞きしているところですけれ

ども、そういうことをするよりも、この問題の解決は、北朝鮮との外交交渉に踏み切り、

外交交渉の中で核ミサイル開発放棄を迫るしかないと思います。安倍首相は「対話のた

めの対話は何の解決にもつながらない」などと述べているということですが、日本政府

は、こうした対話を否定する姿勢を改めて、外交的解決の努力を行うべきであり、この

ことを京都府として国に対して毅然と求めていただきたいと思います。 

 それから、昨年 11 月から開始されました京丹後市の米軍レーダー基地の軍人・軍属

による自衛隊福知山射撃場での実弾射撃訓練、このことについてもずっと取り上げさせ

ていただきました。 

 共同利用訓練は、既に今、４回目を迎えています。つい先日も行われました。現地の

実弾訓練の騒音、これは私も聞きましたけれども、想像以上に激しく、流れ弾の不安も

あります。知事は共同使用の受け入れの際に安全管理対策と騒音対策などに万全を期す

よう防衛省に求めたということですけれども、いまだに何も解決されていないというこ
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とです。防衛省との約束がほごにされないよう、府として国に速やかな安全対策の実施

を強く求めていただきたいと思います。 

 今後も安倍政権のもとで府内の自衛隊基地が、福知山と同様に、米軍との共同利用を

される可能性があるわけですが、不平等な日米地位協定の範囲が広がることになるな

ど、府民の安全は一層脅かされることも懸念が広がっています。府として、国の言いな

りでアメリカ軍の都合を最優先する姿勢ではなく、地元住民、府民の安全と安心最優先

を貫いていただきたいと思います。そのためにも、やはり自衛隊福知山射撃場の共同利

用中止を国に求めていただきたいと思います。原発と同様に、米軍基地があるがゆえの

府民の安全よりも、米軍最優先の姿勢こそ改めるよう強く求めておきたいと思います。 

 最後にですが、未利用の府有資産の利活用についてです。 

 昨年の８月の常任委員会で府有資産利活用推進プラン委員会の座長であります真山

教授から課題や今後の方向性をお聞きしましたが、大変重要な示唆をいただいたと思い

ます。公有地の利活用の基本的な考え方として、府の資産は現在の府民だけでなく将来

の府民のものであるということ、現在の社会・経済の状況から 30 年から 50年先を予測

することは不可能だということ。 

 具体的には、先ほどありましたけれども、七条警察署の跡地利用を例に挙げまして、

土地の所有者の府と建物を建てる際のその後のホテル経営等を行う民間との関係が対

等なのか、平等なのか、どういう側面を見れば対等か平等なのかはいみじくも難しいと

の御発言もありました。とりわけ資産という形で府が所有しているのは、現在の府民の

ものであり、将来の府民のものであると。とりわけ売却という選択を行う場合、将来の

府民がどういう利益を受けるのか、将来の府民がどういう利用の可能性があるのかとい

うことも慎重に考えるべきだともおっしゃっておられました。これは現在生きる者の責

任として非常に重いのではないかということ、このことを指摘しておられましたが、私

も本当にそうだというふうに思っております。 

 これに関連しまして、私の地元の元中小企業指導所跡地の利活用につきましても、現

在売却という府の方針が出されていますけれども、長年にわたり、地元住民から、地元

住民も利用できる公的な施設建設などの要望が出されております。 

 その他、府内の警察署の跡地など、未利用の公有地の利活用についても今後も引き続

き検討がされていくと思いますけれども、改めて、公有地の活用に当たって、公有地は

現在の府民とともに将来の府民のものだという先ほどの真山教授の指摘に十分応え得

る方向での検討をお願いしたいと思います。その際に住民の皆さんの声をよく聞いてい

ただくよう求めておきたいと思います。 

 以上で終わりたいと思います。本当にお世話になりました。ありがとうございました。 

 

近藤 永太郎 委員 

 中川委員長をはじめ、委員の皆様、また理事者の皆さん、事務局の皆さん、大変お世

話になりまして、ありがとうございました。 

 素朴な疑問を持っておりますけれども、その前に少し申し上げておきたいと思います

が、京都府の未来をつくるために人事、そして財源も計画も所管されるこの総務・警察
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常任委員会に置いていただきまして、なおかつ安心・安全の中核を担っていただいてい

ます警察の皆さん方からも多くを教えていただきまして、感謝いたしております。 

 そして、「地方創生」という言葉を数年先取りされま

して、「海の京都」「森の京都」、今年は「お茶の京都」

ということで、進歩の中に伝統を守っていくためにそれ

ぞれの地域をより知る、地域を発展させるためにもう一

度過去を、また現在をしっかりと見据えて未来をつくっ

ていくということが、「もうひとつの京都」といいます

か、この「３つの京都」の中に包含されているんではな

いかなというふうに思っております。 

 そこで、私の素朴な疑問は、ずっと持ち続けているん

ですけれども、発展とは一体何なのか。京都府の発展と、

それから府民福祉の向上というものがうたい文句にな

っていますけれども、京都府の発展とは何なのか。京都

府がまさか東京をモデルにして東京の発展を後追いするわけにはいかないと思います

し、文化庁が来るということで、京都が京都であるためにどうあるべきなのかと。もう

日本の首都は京都でええやないかと。東京へ行っても、東京駅から皇居あたりをうろう

ろするんやったら落ちつきますけれども、あとほかのところへ行くと、もう恥ずかしい、

早く帰りたいしというような感情に駆らます。本当に京都府はどこへ向かっているの

か、どういう方向に発展しようとされているのかというときに「海の京都」「森の京都」、

それから「お茶の京都」でもう一度見直すというのは、府民の皆さんに対するいいアピ

ールであるし、京都府が真に自立するために大変いい企画、計画であったなというふう

に思っております。 

 これからも確かな未来をつくるために時代の趨勢とともに進歩を求めていかなけれ

ばいけないけれども、その中に必ず伝統というもの、日本人の伝統とか日本人の心とは

何かということをしっかりと肝に据えて計画を立てていただきたいなと思いますし、予

算を打っていただきたいなというふうに思っております。 

 それから、この委員会に入らせていただいてといいますか、この総務・警察常任委員

会ができまして、今日たまたまそうなのかわかりませんけれども、本田企画理事以外の

皆さんは上着を取っておられて。いや、それでいいんですけれどもね。で、警察本部の

方は上着を着ておられる。それで人数を確認したら、警察の方が 15 人ぐらいかなと。

で、総務の方が 45 名ぐらいおられるのかなと。１対３ぐらいかなというふうにおおよ

そ確認してたんです。 

 それで、この理事者の着席図を見ましたら、これは質問ですけれども、警務部の次長

さんと警備部の次長さんと、それから刑事部の次長さんがおられないなと。あとのとこ

ろは次長さんがおられるけれども、部長さんと次長さんがセットになってへん。これは

何か意味があるのかな。御答弁いただけるのなら教えていただきたいなと。なぜ次長さ

んはここにおられないのかなと、素朴な疑問です。 

 

 



           

 

- 84 - 

Ⅱ 委員会活動のまとめ 

○山根 総務部長 

  議会事務局と全体の答弁や質問内容とかで着席の割り振りをしております。で、警察本

部としてこれぐらいの割り振りという中で、質問される回数とか業務量とか、いろんなも

のを見ながら、部長を補佐するという意味で次長を入れているというようなことで席割り

をして、それだけの人数を入れているということです。 

  警務部には次長という職がなくて、次長と同じような役割をしている警務部参事官とい

うのがおります。警備部次長、刑事部次長というのはおりますので、そこにつきましては

今後担当の部門等ともまた検討していきたいというふうには考えております。 

  以上でございます。 

 

 ありがとうございました。いずれにいたしましても、府民の皆さん方が自立をしてい

くためにサポートとして安心・安全を確保するということは今の時代にとっては必須条

件だというふうに思いますし、府警本部の方には本当に精励していただいて、犯罪の減

数、交通事故の減数に積極的な取組をしていただいて感謝をいたしているところでござ

います。 

 素朴な疑問として持っておりますそういうことをベースにして発展というのがある

と思うんですけれども、その発展がどっちへ向いていくのか、何を求めてというところ

をこれからも総務の皆さん方と府警本部と一体となって当たっていただきたいと思い

ます。そして、我々京都府民が誇りを持って、自信を持って、また、「我々は京都に住

んでんねや」「京都府議会に身を置いてもうてんねや」という、そんな自信と誇りを持

ってこれからも活動が続けられますように御指導をいただきたいと思いますし、よろし

くお願いいたしまして、まとめとします。 

 ありがとうございました。 

 

酒井 常雄 副委員長 

 委員の皆様、理事者の皆様、１年間勉強させていただきましてありがとうございまし

た。 

 私のほうからまとめとして、まず１つ目が、新公会計制度が平成 28 年度の決算から

導入されるということで大きく３つの点でお願いをしたいと思います。 

 １つは、発信力という点でございます。わかりやすくしていただきたい、他の自治体

と比べやすくしていただきたい、それとしっかりとメッセージ性を持っていただきたい

と、この３つの点で発信力をお願いしたいと。 

 ２つ目が受信力です。これは、財政を有効に使うということと同時に、我々も含めて

理解力をもっとアップしなければいけないなと思いますし、それは、研鑽を含めて、自

分自身もしていかなければいけないなと思っています。また、御協力いただきたいと思

います。 

 ３つ目が対応力です。おそらく、「従来の公会計制度と新公会計制度が何月何日をも

ってぽんと入れかわります」ということではなく、並行して使われていくんだと思いま

すが、であれば、従来の業務にプラス新公会計制度へ向けた業務が必要になってくるし、

それを定着させていく業務が必要になってくると。そうなれば、今の人員の中でやって
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いけるのかとか、柔軟に考えていかなければいけない点が出てくるんではないかという

ことを危惧しておりまして、その点についてもぜひとも御検討いただいて、スムーズに

新公会計制度の導入へ向けてお取組いただきますことをお願いしたい思います。 

 ２つ目が警察関係ですが、安心・安全の京都づくりに

御尽力いただいておりまして感謝申し上げます。 

 安心・安全を阻害する事案が本当に多様化していると

思います。事件、事故、災害と、それに至る前の状況、

至るだろうという状況にどう対応するのか。加えて、想

定が及ばない状況に対してどう対応するのかということ

についても現場の方々は非常に御苦労いただいているの

かなと思います。そして、その御苦労の積み重ねが、先

ほどから御紹介がありますけれども、さまざまな昨年度

の活動状況における数字のほうにもあらわれてきている

と思いますし、またその数字を見ると、今後どこに重点

化すべきかというヒントも出ているのかなと思います。

加えて、その数字にあらわれてきてない要因というのもこれから考えていかなければい

けないと思います。 

 例えば、2019 年のラグビーワールドカップ、2020 年の東京オリンピック・パラリン

ピック、2021年のワールドマスターズゲームズ、この間に新たな治安を攪乱するような

要因が出てくるかもしれないと。ぜひとも先制的にお取組をいただきたいと思います。 

 先制的ということでのつながりなんですが、先ほど京都府警察本部本館耐震化診断調

査結果について御報告いただきましたけれども、実は府内の警察署にはここよりもＩｓ

値が低いところがまだたくさんあると思います。警察署というのは留置場があって拳銃

があって、そういう特徴のあるところが本当に今のままでいいのかということも今の間

に早く検討を進めなければいけないと思いますし、対応が必要かと思っています。その

点もお願いをしたいと思います。 

 それと、最後ですけれども、実は、本日５月 17 日というのは、愛知県の長久手で立

てこもり事件が発生したときに、発射された銃弾が構えた盾をかすめて、駆けつけたＳ

ＡＴの隊員が亡くなられてから 10 年目の日となります。この事件を機にして、さまざ

まな装備が改善されたり、人員が整備されたりしました。事件が起きてからではやっぱ

り遅いというのがその教訓ではないかと思いますし、この事件で出てきた教訓を我々は

常に問い続けなければいけないと思います。 

 いろいろ申しましたけれども、先制的に治安維持に取り組んでいただきたいというこ

と、また御協力させていただきたいということを申し上げまして私のまとめとさせてい

ただきます。ありがとうございました。 

 

石田 宗久 副委員長 

 委員の皆さん、理事者の皆さん、また事務局の皆さん、１年間大変お世話になりまし

て、ありがとうございました。 

 最後でございますので、私からも簡単にまとめをさせていただきたいと思います。 
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 １つは下鴨署の取組についてですけれども、地元左京区では大変大学が多くて、京都

大学とか造形芸術大学、ノートルダム、府立大学、工繊大学、精華大学等、いろんな大

学があります。それだけ大学が多いということは女子の学生がたくさんいるということ

で、特に左京区は性犯罪が突出して多いということで昨年下鴨署長からお話を聞きまし

て、昨年は夏に向けて、大学に出向いて啓発活動をやっていただいたりとか、警察官の

方が自ら役者になって啓発ビデオを作成していただいたり、あるいは非常に見通しの悪

いところや痴漢の多発場所では木や草を切って見通しのよいようにしていただいて、そ

ういった未然に防ぐための取組進めていただいているのは非常にありがたく思ってい

るところでございます。そういう意味で、これから暑くなってきますと、そういう女性

を狙った犯罪も増えてくるだろうと思います。ぜひこの取組を継続して、更にまた強化

していただきたいと思っていますので、よろしくお願いをいたします。 

 それと、最近ニュースでよく見るのが、全国的に痴漢

とかが非常にふえているような気がします。特に列車の

痴漢ですね。それで見つかって取り押さえられて、連行

されている途中に、急にそのすきをついてホームに飛び

おりて逃げる、あるいはマンションに登って転落して死

亡するとか、いろんなことが起こっております。それが

京都府で起こると、これはすごいイメージも悪いし、非

常に危ないし、こういうのが京都府で起こらないように

してほしいなという思いはありますが、連行している人

というのは大体駅員の方になるんでしょうかね。そうい

うときに警察官の方がいらっしゃったらそういうこと

は少ないのかもしれませんし、すきを見てぱっと逃げら

れると、なかなか対応できないところもあるのかもしれませんが、ぜひそういったこと

が京都府で起こらないような対応を考えていただければなというふうに思います。 

 そしてもう一つは、管内調査でキャンパスプラザ京都にあります留学生スタディ京都

ネットワークに行かせていただきました。そのときに留学生と意見交換ができたわけで

すけれども、少しショックだったのは、留学生から、「京都は日本の留学先としてはそ

んなに有名ではないよ」という話をお聞きして。まあ、観光で有名だから、てっきりそ

ういう意味でも有名なのかなと思っていたんですけれども、そうではなかったというこ

とで、留学先としての京都の魅力というものをもっともっと発信していただきたいとい

うふうに思っていますので、これもぜひよろしくお願いをします。 

 そして、もう一つあったのは、京都市内は市バスの移動が交通手段として多いわけで

すけれども、少し不便だという声も結構あります。そうなると、どうしても自転車が便

利で、それを使って移動する留学生も非常に多いという話を聞きました。ただ、留学生

の方は、当然外国人なので、日本の交通ルールもあまり熟知されているというふうには

思いません。そういう意味では、危険な状態で乗っておられるのかなというふうに想像

するんですけれども、そういったこともまた警察とも連携をしていただきながら、そう

いった事故が、あるいは交通ルールにのっとって安全な運転をしていただけるような取

組をぜひ進めていただきますようにお願いしたいと思います。 
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 以上で私のまとめとさせていただきます。１年間ありがとうございました。 

 

中川 貴由 委員長 

 それでは、閉会に当たり、私からも一言御挨拶申し上げます。 

 昨年５月から本日まで、石田、酒井両副委員長をはじめ、委員の皆様方には円滑な委

員会運営に格段の御協力をいただきましたことに心から感謝申し上げます。また、理事

者の皆様方におかれましては、この間、各般行政に大変な御尽力をいただき、ありがと

うございました。おかげさまをもちまして、大過なく委員長の責務を果たせましたこと、

この場をお借りして、委員並びに理事者の皆様方に厚く御礼申し上げます。 

 さて、今期を振り返ってみますと、平成 28年３月 22

日に京都への文化庁の全面的移転が正式決定され、京

都府、京都市、経済界を含めたオール京都のみならず、

関西広域連合や関西地域の地方自治体と連携して文化

庁の移転の取組を進めてこられた１年でありました。

平成 29年４月には先行移転として地域文化創生本部が

設置され、いよいよ全面的移転に向けて動き出しまし

た。本年８月末には、具体的な移転場所も決定される

と聞き及んでいます。文化庁の全面的移転は、東京一

極集中是正の先鞭となり、全国からも大変注目を浴び

ている事業でありますので、引き続きしっかりと取り

組んでいただきたいと思います。 

 「もう一つの京都」関連では、昨年度は「森の京都」、

今年度が「お茶の京都」のターゲットイヤーというこ

とです。「３つの京都」に関して、それぞれのＤＭＯが設立され、本格的な取組が始ま

っております。地域の持続的な発展の機運を一層高め、地域創生に取り組んでいただき

たいと思います。 

 また、警察本部においては、犯罪抑止や交通安全対策に積極的に取り組んでいただい

た結果、平成 28年の刑法犯認知件数は 12年連続で減少し、統計開始以降、最少の数値

で、ピーク時の３分の１となり、また交通事故件数及び負傷者数についても 12 年連続

で減少、更に死者数については、これも、統計が残る昭和 23 年以降、最少となったこ

となどは、警察関係者の皆様の昼夜を分かたぬ御尽力のたまものとして感謝申し上げま

すとともに、心から敬意を表する次第であります。 

 また、総務部、警察本部の共管事業として進めておられた元七条警察署跡地利用に対

する民活事業により、昨年９月に京都駅前運転免許更新センター等が完成いたしまし

た。これは府の財政負担を最小限に抑える施設整備手法として高く評価するもので、セ

ンターオープン後についても府民からは「利便性が高く、よいものができた」と賛美す

る声も聞かれるところでございます。 

 本年３月には、昭和２年に建築された、国内で最も古い警察本部庁舎の建てかえ工事

の着工がされました。災害発生時の拠点施設機能をあわせ持つ立派な警察本部庁舎が府

民の安心・安全のためにも一日も早く完成することを期待いたします。 
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 理事者の皆様におかれましては、本委員会において各委員から出されました御意見、

御要望につきまして、今後の府政運営に向け、積極的に御検討いただきますよう、お願

い申し上げます。 

 最後になりましたが、委員並びに理事者の皆様方におかれましては、御健康に留意さ

れ、今後ますます御活躍されることを祈念いたしまして、また事務局の皆様には本当に

１年間お世話いただき、ありがとうございました。心より感謝申し上げます。 

 甚だ簡単ではございますが、私のまとめとさせていただきます。本当にありがとうご

ざいました。お世話になりました。 
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総務・環境常任委員会 管内外調査等実施状況 

（総務・環境常任委員会 → 総務・警察常任委員会） 

 

１ 管 内 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２５ 

 
25. 7.22  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

26. 3.26 
      27 

 
○けいはんなe2未来スクエア 
・けいはんな学研都市で行っている環境・エネルギー関連の取
組について 

・施設視察 
○亀岡市役所 
 ・京都府みらい戦略一括交付金事業の概要について 
・亀岡市のセーフコミュニティ推進プロジェクトについて（み
らい戦略一括交付金事業） 

○京都水族館 
・京都府の希少野生生物の保全回復と生息環境復元の取組につ
いて 

・京都水族館と連携した希少野生生物の生息地外保全の取組に
ついて 

・施設視察 
 
○京都スマートシティエキスポ2014・国際シンポジウム 
（行催事等委員会調査） 
 

２６ 

 
26. 7.15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
26. 7.22 
 
26.11.15 
 
26.11.28 

 

 
○いろは呑龍トンネル［於：桂川右岸流域下水道洛西浄化センタ 
ー］ 
・いろは呑龍トンネルの雨水対策について 
・現地視察 

○龍谷大学地域貢献型メガソーラー発電所［於：深草町家キャン
パス］ 
・龍大ソーラーパーク事業の概要について 
・現地視察 

○きょうと留学生オリエンテーションセンター 
・きょうと留学生オリエンテーションセンターの概要について 

 
○いろは呑龍トンネル南幹線起工式（行催事等委員会調査） 
 
○旧本館竣工110周年記念事業（行催事等委員会調査） 
 
○出前議会［於：京都府庁旧本館旧議場］ 
～旧議場修復・公開～ 京都府庁旧本館の利活用を考える 
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２ 管 外 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２５ 

 
25.11.13 
  ～ 15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
26. 1.20 
  ～ 21 
 
 
 

 
○宮城県議会 
・宮城県の外国人支援について 
・宮城県の再生可能エネルギー導入施策について 

○東北大学大学院環境科学研究科 
・ネイチャーテクノロジー（ネイチャーテック）について 
・施設視察 

○トヨタ自動車株式会社（Ｆ－グリッド宮城・大衡村有限責任事
業組合） 
・Ｆ－グリッド構想について 
・施設視察 

○東京大学大学院工学系研究科 
・東京大学の浮体式洋上風力発電について 

 
○独立行政法人海洋研究開発機構 
・日本近海の海底資源について 
・施設視察 

○横浜市繁殖センター 
・希少野生生物の種の保存への取組について 
・施設視察 

○公益財団法人愛知県国際交流協会 
・愛知県の多文化共生推進施策について 
・施設視察 
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警察常任委員会 管内外調査等実施状況 

（警察常任委員会 → 総務・警察常任委員会） 

 

１ 管 内 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２５ 

 
25. 7.23  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
26. 1.15 

 
26. 4. 4 

       

 
○京都府警察航空基地 
・航空機による支援活動について 
・搭乗視察 

○八幡警察署 
・管内の概要について 
・八幡市駅前交番の概要について 
・現地視察（八幡市駅前交番の視察） 

○伏見警察署 
・管内の概況について 
・横大路交番の概要について 
・現地視察（横大路交番の視察） 

 
○平成26年京都府警察年頭視閲式（行催事等委員会調査） 
 
○平成26年春の全国交通安全運動スタート式（行催事等委員会調
査） 

 

２６ 

 
26. 7.16 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
26.11.19 
 
27. 1.14 

 
○警察学校 
・京都府警察における人材育成と警察学校の役割について 
・施設視察 

○鉄道警察隊 
・鉄道警察隊の活動状況について 
・施設視察 

○宇治警察署 
・管内の概況について 
・現地視察（広野交番） 

 
○京都府警察職員殉職者慰霊祭（行催事等委員会調査） 
 
○平成27年京都府警察年頭視閲式（行催事等委員会調査） 
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２ 管 外 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２５ 

 
25.11.13 
  ～ 15 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

26. 1.21 
  ～ 22 

（事前調査1.20） 
 
 
 

 
○鹿児島県日置警察署［於：日置市立妙円寺小学校］ 
・ゾーン30の取組について 
・現地視察 

○鹿児島県警察本部［於：鹿児島県議会］ 
・３（サン）ライト運動の展開について 

○宮崎県警察本部 
・災害対策及び交通安全施設の老朽化対策等の総合的な取組に
ついて 

○熊本県熊本東警察署 
・庁舎の新築と同署の概要について 

○福岡県警察本部［於：福岡県議会］ 
 ・凶悪犯罪の根絶に向けた取組等について 
 ・セキュリティ・ホーム認定制度について 
 
○埼玉県警察本部［於：埼玉県議会］ 
・ハイパー・サイクル・ポリスの取組について 
・繁華街・歓楽街の現状と対策について 

○警視庁 
・さくらポリスの取組について 
・災害時における警察活動について 

○全国暴力追放運動推進センター 
・同センターの概要について 
 

２６ 

 
26.11.10 
  ～ 12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
27. 1.19 
  ～ 20 

 

 
○山形県警察本部 
・飲酒運転撲滅対策の推進について 
・少年非行問題への取組について 

○宮城県警察本部［於：宮城県免許センター］ 
・環状交差点の運用について 

 ・災害対策の取組について 
 ・現地視察（環状交差点） 
○福島県警察本部［於：双葉警察署（臨時庁舎）］ 
・ウルトラ警察隊の活動について 
・現地視察 

 
○千葉県警察本部 
・警察本部庁舎の新築及びその概要について 
・施設視察 
・コンビニ防犯ボックスの取組について 
・現地視察 

○自動車安全運転センター 安全運転中央研修所 
・同研修所の概要について 
・施設視察 

○公益社団法人被害者支援都民センター 
・同センターの取組について 
・施設視察 
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総務・警察常任委員会 管内外調査等実施状況 

 

１ 管 内 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２７ 

 
27. 7.14 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
27.11.11 
 
27.11.27 
 
 
28. 1.16 
 
28. 3.25 
 
28. 4. 6 

 

 

○木津南交番［於：木津警察署］ 
・平安なでしこ交番の概要と運用状況について 

・現地視察 

○サントリーワールドリサーチセンター 
・関西文化学術研究都市の取組概要とその推進状況について 

・施設視察 

○京田辺市役所 
・日本遺産認定を契機とした「お茶の京都」構想の施策展開に
ついて 

・現地視察 
 ①普賢寺ふれあいの駅 

 ②飯岡の茶園 

 
○京都府警察職員殉職者慰霊祭（行催事等委員会調査） 
 
○出前議会［於：京都府南警察署］ 
 ～地域の安心・安全の取組について～ 

 

○平成28年京都府警察年頭視閲式（行催事等委員会調査） 
 
○旧本館旧議場修復完成記念事業（行催事等委員会調査） 
 
○平成28年春の全国交通安全運動スタート式（行催事等委員会調
査） 

 

２８ 

 
28．5.28 

 
28. 7.19 
 
 
 
 
 
 

 
28．7.21 

 
 

28．8.26 
 
 

28. 8.27 
 

 
○森の京都博 スプリングフェス（行催事等委員会調査） 
 
○京都府警察本部 
 ・地理情報（ＧＩＳ）に基づく交通事故分析システムについて 
○留学生スタディ京都ネットワーク 
 ・留学生スタディ京都ネットワークの取組について 
○和束町役場（於：京都和束荘(和束山の家)） 
 ・茶源郷和束活性化対策プロジェクトについて 
 ・施設視察 
 
○平成28年夏の交通事故防止府民運動スタート式（行催事等委員
会調査） 

 
○京都駅前運転免許更新センター及び京都駅前地域防犯ステー
ション開所式（行催事等委員会調査） 

 
○全国キッズダンスフェスティバル in 森の京都博（行催事等 
委員会調査） 
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28.11. 3 
 
28.11.16 

 
28.12.21 

 
 

29．1.21 
 

29. 3.20 
 
 

29．3.25 
 

 
29．4. 6 

 
 

29．4．9 
 

29. 4.27 

 
○京都府警察音楽隊第 27回定期演奏会（行催事等委員会調査） 
 
○平成 28年京都府警察職員殉職者慰霊祭（行催事等委員会調査） 
 
○年末の交通事故防止府民運動イベント「広げよう交通安全の
輪」（行催事等委員会調査） 

 
○平成29年京都府警察年頭視閲式（行催事等委員会調査） 
 
○森の京都博テイクオフイベント「森の京都 春の祭典」（行催 
事等委員会調査） 

 
○公益財団法人京都府国際センター設立 20周年記念式典（行催
事等委員会調査） 

 
○平成 29年春の全国交通安全運動スタート式（行催事等委員会
調査） 

 
○文化庁地域文化創生本部設置記念式典（行催事等委員会調査） 
 
○公益財団法人京都府国際センター 
 ・京都府国際センターの取組について 
 ・施設視察 
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２ 管 外 調 査 

年度 年月日 調査先及び調査事項 

２７ 

 
27.11.16 
  ～ 18 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
28. 1.19 
  ～ 20 
 

 
 
 

 
○警視庁交通管制センター 
・警視庁交通管制センターの概要について 

○一般財団法人地域活性化センター 
・地域創生関連事業の概要と最新動向について 

○南砺市議会［於：相倉合掌造り集落内 相念寺］ 
・世界遺産五箇山合掌造り集落での地域づくりについて 
・現地視察（相倉合掌造り集落） 

○金沢市議会 
 ・金沢市国際交流戦略プランの概要について 
○コマツ［於：こまつの杜］ 
 ・本社機能の一部移転について 
 ・施設視察 
  
○大阪府議会 
・市町村への権限移譲の推進について 

○兵庫県警察本部［於：兵庫県議会］ 
・少年のインターネット安全利用に向けた総合対策について 

○広島県議会 
・ＩＴを活用したワークスタイルの変革について 
・現地視察（県庁内フリーアドレス導入フロア） 

○福山市議会 
・連携中枢都市圏「びんご圏域ビジョン」の概要について 

２８ 

 

28.11. 9 
  ～ 11 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
29. 1.23 
  ～ 24 
 

 
 
 
 

 
○多言語支援センターかながわ［於：かながわ県民センター］ 
 ・「多言語支援センターかながわ」の外国人支援の取組につい

て 
 ・施設視察 
○警視庁 
 ・テロ対策東京パートナーシップの取組等について 
○茨城県議会 
 ・茨城県のネット広報戦略について 
○西武園競輪場 
 ・埼玉県競輪事業の包括委託について 
・施設視察 

○ＮＰＯ法人横浜コミュニティデザイン・ラボ 
 ・オープンデータを活用した「LOCAL GOOD YOKOHAMA」の取組

について 
・施設視察 

  
○愛知県議会 
 ・新公会計制度の活用状況について 
○愛知県警察本部［於：愛知県議会］ 
 ・体験型防犯教室「ＢＯ－ＫＥＮあいち」の取組について 
○藤枝市議会 
 ・民間活力を導入した公的資産活用の成果について 
 ・現地視察 
○静岡県警察本部［於：静岡県議会］ 
 ・関係機関と連携した人身安全関連事案への取組について 
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